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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第18期、第19期及び第20期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するも

のの１株当たり当期純損失が計上されているため記載しておりません。 

３．第17期中の平成13年９月19日付で株式１株を1.5株に、平成14年３月20日付で１株を３株に株式分割を行な

っております。 

４．第18期より「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利

益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

 ５．第19期の平成15年11月29日及び平成15年12月27日付で払込総額6,514,613千円、発行株式総数15,889,300株

の第三者割当増資を、第20期の平成16年６月23日及び平成16年７月29日付で払込総額10,825,651千円、発行

株式総数40,061,400株の第三者割当増資を実施しております。 

  

回次 第17期 第18期 第19期 第20期 第21期 

決算年月 平成14年５月 平成15年５月 平成16年５月 平成17年５月 平成18年５月 

売上高（千円） 46,508,730 60,956,834 45,824,769 15,865,972 14,770,645 

経常損益（△は損失）（千円） 10,093,658 △3,479,486 △3,221,197 △1,090,074 674,363 

当期純損益（△は損失）（千

円） 
5,274,077 △6,021,694 △15,802,404 △2,565,806 615,349 

純資産額（千円） 18,130,814 9,758,589 514,541 8,766,009 9,734,116 

総資産額（千円） 64,507,227 58,768,451 17,737,220 14,571,126 15,505,805 

１株当たり純資産額（円） 253.15 137.98 5.94 68.80 76.40 

１株当たり当期純損益金額（△

は損失）（円） 
74.06 △84.75 △200.90 △21.15 4.83 

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額（円） 
66.72 － － －  4.79 

自己資本比率（％） 28.1 16.6 2.9 60.2 62.8 

自己資本利益率（％） 34.8 △43.2 △307.7 △55.3 6.7 

株価収益率（倍） 25.22 － － － 86.13 

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー（千円） 
△5,888,103 △3,592,668 1,014,059 △729,290 1,248,005 

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー（千円） 
△6,056,664 △3,301,909 3,075,957 965,469 100,672 

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー（千円） 
19,514,495 2,896,128 △9,290,397 3,081,743 △15,849 

現金及び現金同等物の期末残高

（千円） 
10,825,105 6,509,835 1,307,131 4,587,311 5,929,968 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者数］(人） 

1,658 

[1,278] 

1,825 

[1,282] 

976 

[501] 

766 

[100] 

906 

[126] 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第18期、第19期及び第20期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するも

のの１株当たり当期純損失が計上されているため、記載しておりません。 

３．第17期中の平成13年９月19日付で株式１株を1.5株に、平成14年３月20日付で１株を３株に株式分割を行な

っております。 

４．第17期より自己株式を資本に対する控除科目としており、また、１株当たり純資産額、１株当たり当期純損

益金額（△は損失）及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の各数値は発行済株式総数から自己株式

数を控除して計算しております。 

５．第18期より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純

利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

６．第19期の平成15年11月29日及び平成15年12月27日付で払込総額6,514,613千円、発行株式総数15,889,300株

の第三者割当増資を、第20期の平成16年６月23日及び平成16年７月29日付で払込総額10,825,651千円、発行

株式総数40,061,400株の第三者割当増資を実施しております。 

回次 第17期 第18期 第19期 第20期 第21期 

決算年月 平成14年５月 平成15年５月 平成16年５月 平成17年５月 平成18年５月 

売上高（千円） 20,294,156 15,715,547 11,648,988 7,885,525 10,123,251 

経常損益（△は損失）（千円） 7,793,232 △864,081 △811,060 △838,386 1,003,149 

当期純損益（△は損失）（千

円） 
4,382,549 △3,790,909 △17,602,161 △2,585,648 714,368 

資本金（千円） 4,550,479 4,550,479 7,807,786 13,222,124 13,222,124 

発行済株式総数（株） 71,961,123 71,961,123 87,850,423 127,911,823 127,911,823 

純資産額（千円） 17,831,865 11,330,206 339,140 8,646,390 9,691,142 

総資産額（千円） 44,157,712 38,685,617 12,686,112 12,274,547 13,020,952 

１株当たり純資産額（円） 248.97 160.20 3.92 67.86 76.07 

１株当たり配当額 

（内１株当たり中間配当額）

（円） 

20 

(10) 

5 

(5) 

－ 

 (－) 

－ 

 (－) 

 － 

（－）  

１株当たり当期純損益金額（△

は損失）（円） 
61.54 △53.36 △223.78 △21.31 5.61 

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額（円） 
55.44 － － －  5.56 

自己資本比率（％） 40.4 29.3 2.7 70.4 74.4 

自己資本利益率（％） 28.4 △26.0 △301.7 △57.6 7.8 

株価収益率（倍） 30.35 － － － 74.15 

配当性向（％） 21.74 △9.3 －  －  － 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者数］(人） 

853 

[110] 

942 

[147] 

668 

[89] 

620 

[81] 

553 

[113] 



２【沿革】 

年月 事項 

昭和61年３月 中堅・中小企業向の情報サービスを目的とし、資本金100,000千円で東京都中央区日本橋小伝馬

町11番９号に株式会社ベンチャー・リンクとして設立。 

昭和61年６月 中堅・中小企業経営者向ビジネス情報誌「月刊ベンチャー・リンク」誌を創刊。 

昭和61年９月 会員相互の商談交流を目的とした、取引見込先紹介システム「Link-VISION」が本格稼働。 

昭和63年５月 会員事業所数１万社を突破。 

昭和63年９月 第１回ＴＯＫＹＯビジネス・サミットを東京科学技術館にて開催。 

平成元年６月 株式会社日本エル・シー・エーよりベンチャー・リンククラブの会員募集に関する営業権を譲

受。 

平成元年６月 福岡市博多区に福岡営業所（現福岡支店）、札幌市中央区に札幌営業所を設置。 

平成元年８月 京都市下京区に関西支社を設置。（平成15年２月閉鎖） 

平成２年１月 横浜市神奈川区に横浜オフィスを設置。（平成15年９月閉鎖） 

平成２年６月 仙台市青葉区に仙台支店を設置。 

平成２年11月 「ビジネスレポート」サービス開始。 

平成３年２月 会員事業所数５万社突破。 

平成３年３月 子会社、株式会社リンク総研を設立。（平成15年４月当社に吸収合併） 

平成３年６月 子会社、VENTURE LINK USA,INC.（現VENTURE LINK INTERNATIONAL,Inc.)を設立。 

平成３年８月 名古屋市中村区に名古屋営業所（現名古屋支店）を設置。 

平成４年３月 大阪市淀川区に大阪営業所（現大阪支店）を設置。 

平成４年４月 本社を東京都台東区寿２丁目１番13号に移転。 

平成４年５月 レストランのフランチャイズ展開を目的に、フランチャイズ加盟店募集代行業務を開始。 

平成５年３月 株式会社モベラの株式を全株取得し、100％子会社とする。（平成15年５月当社に吸収合併） 

平成５年５月 会員事業所数10万社突破。 

平成６年６月 株式の額面金額を変更するために、株式会社ベンチャー・リンク（本店：大阪市淀川区）を存続

会社として合併し、同時に本店を東京都台東区に移転。 

平成７年３月 日本証券業協会に株式を店頭登録。 

平成７年９月 子会社、株式会社プライム・リンクを設立。 

平成８年５月 リンク・インベストメント株式会社の株式を50％取得し、持株比率70％の子会社とする。 

平成８年７月 株式会社ベンチャー・リンクコミュニケーションズを設立。（現ユニバーサルソリューションシ

ステムズ株式会社。持分法適用会社。） 

平成９年８月 岡山市柳町に岡山営業所を設置。（平成14年２月閉鎖） 

平成11年７月 子会社、北洋インベストメント株式会社を設立。 

平成11年８月 成長意欲の高い企業を対象とした「ビジネス・リンク・パートナー（ＢＬＰ）」制度を開始。 

平成11年11月 リンク・インベストメント株式会社の株式を全株取得し、100％子会社とする。 

平成12年２月 株式会社ブイエルリースをリンク・インベストメント株式会社の90％出資により設立。 

平成12年５月 子会社、株式会社シー・シー・ピーを共同出資により設立。 

平成13年２月 子会社、株式会社クリエイティブ・リンクを設立。（平成15年５月に当社に吸収合併） 

平成13年３月 東京証券取引所市場第一部へ上場。 

 



年月 事項 

平成13年８月 持株比率85％で子会社、リンク・ジェノミクス株式会社を設立。（平成17年５月期に子会社から

持分法適用会社とする。） 

平成13年11月 東京都中央区に経営本部を設置。 

平成13年11月 子会社、株式会社プライム・リンクが、ナスダックジャパン市場（現ヘラクレス）へ上場。 

平成14年１月 株式会社日商インターライフ株式を取得し、子会社とする。 

平成14年２月 広島市中区に広島営業所を設置。 

平成15年２月 子会社、株式会社エフ・リンクが株式譲受により株式会社ゴルフパートナーを子会社とする。 

平成15年４月 子会社、株式会社クリエイティブ・リンクから、子会社の株式会社日商インターライフに対する

営業の全部の譲受。 

平成15年５月 子会社、株式会社エフ・リンクより子会社の株式会社ゴルフパートナーの株式を譲受け、直接所

有の子会社とする。 

平成15年５月 子会社、株式会社ベンチャー・リンクコミュニケーションズ（現ユニバーサルソリューションシ

ステムズ株式会社）へのコストダウンサービス事業の譲渡。 

平成15年11月 株式会社ニッシンと資本業務提携を行う。 

平成16年１月 フランクリン・コヴィー・ジャパン株式会社との業務提携により、「７つの習慣Ｊ」塾事業を開

始。 

平成16年２月 子会社、株式会社ＦＣエデュケーションを設立。 

平成16年３月 株式会社篠崎屋との業務提携により、「三代目茂蔵」ブランドの大豆加工食品販売事業を開始。 

平成16年４月 株式会社ゴルフパートナー株式を譲渡し、連結対象会社から外れる。 

 平成16年５月  株式会社ジー・エデュケーションとの業務提携により、学習塾のＦＣチェーン開始。 

平成16年６月 子会社、株式会社三代目茂蔵を設立。 

平成16年９月 子会社、株式会社ＣＯＣプラスを設立。 

 平成16年12月  ライセンス販売事業を開始。 

 平成17年１月  ユニバーサルソリューションシステムズ株式会社株式を譲渡し、子会社から持分法適用会社とす

る。 

 平成17年２月  子会社、株式会社カーブスジャパンを設立。  

 平成17年４月  子会社、台灣威凌克新業創造股份有限公司（台湾現地法人）を設立。 

平成17年９月 子会社、株式会社ＶＬファイアを設立。 

平成17年９月 子会社、株式会社Ｍ＆Ａオークションを設立。 

平成18年１月 子会社、威凌克餐飲（深圳）有限公司（中国現地法人）を設立。 

 平成18年２月  子会社、株式会社ＶＬｅを設立。 



３【事業の内容】 

 当社グループは、当社、連結子会社16社及び持分法適用関連会社５社で構成され、創業以来「中堅中小企業の活

性化こそが日本の自由主義社会の発展に繋がる」という信念の下、全国の中堅中小企業に真に役立つ経営情報の提

供を志し、地域金融機関を通じて情報提供を行うネットワークを構築・運営してまいりました。そして、単なる情

報提供にとどまらず、そのネットワークから将来性のある事業を発掘し、パッケージ化（フランチャイズ化・ライ

センス化）して中堅中小企業に紹介することで、事業機会を提供する活動（ビジネスマッチング）に発展させてお

ります。 

 数多くの中堅中小企業が新規事業への参画によって様々な経営ノウハウを吸収し、継続して企業の成長を実現し

ていただけるように、「NEW  BUSINESS  CREATOR」（ニュー ビジネス クリエーター：新事業創造企業）として価

値ある製品・サービス（事業）を次々と生み出し、「HUMAN VALUE INNOVATOR」（ヒューマン バリュー イノベ

ーター：人財価値革新企業）として事業を成功に導く経営力のある人財を育成・輩出していくことを経営の基本方

針としております。 

 この基本方針に基づいた事業活動によって、ステークホルダー（お客様、株主様、お取引先様、社員、社会）に

対して、さらなる価値の創造と還元をめざしてまいります。 

 当社グループの事業は次の５部門に分かれております。 

 なお当該５部門は「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 （１）連結財務諸表 注記事項」に掲げる事業の

種類別セグメント情報の区分と同一であります。 

 また、当連結会計年度から事業の種類別セグメントを変更しております。変更の内容については、「第５ 経理

の状況 １ 連結財務諸表等 （１）連結財務諸表 注記事項（セグメント情報）」に記載のとおりであります。 

（1）会費・金融事業 

 当社グループは、全国の地域金融機関を通じて、中堅中小企業のネットワークをつくり、会員同士のビジネス

マッチングや経営情報を提供するサービスを展開しています。当社設立時からの事業であり、当社グループのイ

ンフラとなる事業です。地域金融機関のビジネスパートナーとして、保険事業や不動産事業などの金融マーケッ

トにも事業領域を広げております。 

（2）外食事業 

 当社グループは、外部のフランチャイズ本部の加盟店募集・店舗経営指導（スーパーバイジング）代行を行う

事業と、当社が本部となっているライセンス事業（旨辛至福研究飯店「陳麻家」）と２つの事業を展開しており

ます。 

（3）教育事業 

 当社グループは、小中高校生向けに道徳観を育成するプログラム「７つの習慣Ｊ」と、低学年向け総合教育プ

ログラム「３つの力」の２つのプログラムをフランチャイズ形式で学習塾や私学（高校）に提供する事業を展開

しております。学習塾事業に新規参入する企業には、厳選した学習塾「ＩＴＴＯ個別指導学院」を紹介し、セッ

トで加盟いただくスタイルで展開しております。 

（4）新事業 

 当社グループは、㈱三代目茂蔵（豆腐等の大豆関連商品・米・卵・漬物・お茶など「にっぽんの豊かな食卓」

を提供する小売事業）、㈱カーブスジャパン（女性専用30分フィットネス）、㈱リンク・イノベーション（美容

室向け販売促進コンサルティング）等、研究・スタート段階の事業をこのセグメントで展開しております。 

（5）その他の事業 

 当社グループは、ベンチャーキャピタル事業、リース事業、企業コンサルティング事業、モバイルを活用した

販売促進支援事業など、フランチャイズ展開に伴う付随事業を展開しております。 



（6）当社グループ各社の事業別セグメントとの関連 

当社グループ各社と事業別セグメントとの関連を図表として示すと次のとおりです。 

（注）株式会社エフ・リンクは営業譲渡により事業活動を行っておりませんので、記載を省いております。  

   （注）１．㈱シー・シー・ピーから、商号変更しております。 

    ２．㈱リンク・リスクマネージメントから、商号変更しております。 

社名 会費・金融事業   外食事業   教育事業   新事業  その他の事業 

当社 ○ ○ ○ ○ ○ 

リンク・インベストメント㈱         ○ 

北洋インベストメント㈱         ○ 

㈱リンク・イノベーション （注１）       ○   

㈱ブイエルリース         ○ 

VENTURE LINK INTERNATIONAL, Inc.   ○     ○ 

㈱ＶＬフィナンシャル・パートナーズ（注２） ○         

㈱ＦＣエデュケーション     ○     

㈱三代目茂蔵       ○   

㈱ＣＯＣプラス       ○   

㈱カーブスジャパン       ○   

台灣威凌克新業創造股份有限公司       ○   

㈱ＶＬファイア ○         

㈱Ｍ＆Ａオークション ○         

威凌克餐飲（Schenzhen）有限公司       ○   

㈱ＶＬｅ         ○ 



（７）支援ＦＣ本部企業とＦＣブランドの概要 

 当社グループが支援するＦＣ本部企業とその運営するＦＣブランドは以下のとおりであります。 

 （注）１．支援ＦＣ本部の概要は平成18年５月末日現在の情報を記載しております。 

 （注）２．※は連結子会社です。 

ＦＣ本部企業 ブランド名 概要 

           

㈱ＦＣエデュケーション 

※  

７つの習慣Ｊ 

３つの力 

小中高校生向けに道徳観を育成するプログラム「７つの習慣

Ｊ」と、低学年向け総合教育プログラム「３つの力」の２つ

のプログラムをフランチャイズ形式で学習塾や私学（高校）

に提供する事業を展開しております。 

㈱ジー・エデュケーショ

ン 
ITTO個別指導学院 

個別指導教育プログラムを提供する学習塾「ITTO個別指導学

院」を展開しています。学習塾に新規参入する企業に対し、

「７つの習慣Ｊ」と合わせて加盟を提案しております。 

            

㈱三代目茂蔵※ 

三代目茂蔵 

匠味本舗 

「三代目茂蔵」は、㈱篠崎屋が企画・製造する豆富・大豆等

の大豆加工食品を販売するビジネスです。全国各地の商店街

にある店舗（主に酒販店）を通じて販売をしております。 

また「三代目茂蔵」に加えて、安心・安全・健康にこだわっ

た食品を全国各地から集めて提供する「匠味本舗」も展開し

ております。 

           

㈱カーブスジャパン※ 
Curves 

「Curves」は、米国で誕生し、世界で9000以上の店舗数を誇

る女性専用のフィットネスクラブです。ミドル・シニアエイ

ジをメインターゲットとし、住宅・商店街立地等に小規模（4

0坪前後）の店舗を展開し、科学的な理論に裏打ちされた「30

分間サーキットトレーニング」を提供しております。 

           

㈱ＣＯＣプラス※ 
CUT ONLY CLUB 

「CUT ONLY CLUB」は、徹底的なカウンセリングによって、お

客様の要望を十分に聞き入れたヘアースタイルを手軽な価格

で提供する美容室です。女性客だけでなく男性客からも支持

される店作りが特徴です。 

            

㈱リンク・イノベーショ

ン※ 

impresse（インプレッ

セ） 

「impresse」は、飲食・小売・サービス業など多様な顧客層

に対してPOPやポスター、ちらし、DMなどの販促物を、デザイ

ンから出力、加工まで一貫したシステムで印刷し提供してお

ります。 

 SPCN（セールスプロモ 

 ーション・コンサルテ 

 ィングネットワーク） 

「SPCN」は、美容室・飲食店・その他サービス業店舗を中心

に売上拡大を支援するコンサルティング事業です。科学的な

店舗診断手法に基づき、販促効果の高い提案を行っておりま

す。 

㈱フジオフードシステム 

まいどおおきに食堂 

「まいどおおきに食堂」は、昔ながらの大衆食堂を現代版に

リメイクした飲食店です。誰でも入りやすい明るい店構え、

一週間に何度でも食べられる日常的な家庭料理を提供し、老

若男女を問わず幅広い世代層から支持されています。 

神楽食堂串家物語 

「神楽食堂串家物語」は、「好きな串を選んで自分で揚げら

れる」本格ビュッフェレストランです。和惣菜・麺類・デザ

ート・ソフトクリームなどのサイドメニューも豊富に揃え、

食べ放題で提供しております。 

手作り居酒屋 かっぽ

うぎ 

「手作り居酒屋 かっぽうぎ」は、家庭の手作り料理と豊富な

飲み物を提供している居酒屋です。アットホームな雰囲気の

中、手頃な価格で家庭の味を楽しめるため、会社帰りのサラ

リーマン層を中心に支持されております。 



  （８）ライセンス本部企業とライセンスブランドの概要 

当社グループが運営するライセンスブランドは以下のとおりであります。 

ライセンス本部企業 ライセンスブランド名 概要 

㈱ベンチャー・リンク 

（当社）  

旨辛至福研究飯店  

陳麻家 

「陳麻家」は、サラリーマン層をターゲットとした、本格四

川料理の麻婆豆腐と担々麺を提供する専門店です。四川山椒

や各種調味料を絶妙なバランスで配合して独自の辛くて美味

しいメニューを作り出しております。 



４【関係会社の状況】 

（1）連結子会社 

(注）１．議決権の所有割合の（ ）内は間接所有割合で内数を記載しております。 

       ２．債務超過会社であり債務超過の額は平成18年５月末時点で9,892百万円となっております。 

       ３．債務超過会社であり債務超過の額は平成18年５月末時点で31百万円となっております。 

    ４．債務超過会社であり債務超過の額は平成18年５月末時点で790百万円となっております。なお、同社は清算中

です。 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業の内容 
議決権の所有
割合又は被所
有割合（％） 

関係内容 

㈱ＦＣエデュケーシ

ョン 
東京都台東区 250  

フランチャイズ本

部事業 
100.0 

同社の加盟店開発の代行及

びＦＣ本部運営をサポート

しています。役員の兼任が

あります。 

㈱三代目茂蔵 東京都台東区 170 
フランチャイズ本

部事業 
100.0 

ＦＣ本部運営をサポートし

ています。役員の兼任、債

務保証があります。 

㈱カーブスジャパン 

（注）９ 
東京都台東区 80 

フランチャイズ本

部事業 
100.0 

ＦＣ本部運営をサポートし

ています。役員の兼任があ

ります。 

㈱リンク・イノベー

ション 

（注）１，２，６，

７ 

東京都台東区 185 
フランチャイズ本

部事業 

82.9 

(13.5) 

ＦＣ本部運営をサポートし

ています。資金援助、役員

の兼任、債務保証がありま

す。 

㈱ＣＯＣプラス 

 （注）３ 
東京都台東区 50 

フランチャイズ本

部事業 
100.0 

ＦＣ本部運営をサポートし

ています。資金援助、役員

の兼任があります。 

㈱ＶＬフィナンシャ

ル・パートナーズ 

（注）８ 

東京都台東区 50 保険代理業 100.0 役員の兼任があります。 

㈱Ｍ＆Ａオークショ

ン 
東京都中央区 50 

店舗オークション

サイトの運営 
100.0 役員の兼任があります。 

㈱ＶＬファイア 東京都中央区 60 
フランチャイズ本

部事業 
100.0 

ＦＣ本部運営をサポートし

ています。役員の兼任があ

ります。 

㈱ＶＬe 東京都台東区 70 
店舗向け販売促進

サービス事業 
100.0 役員の兼任があります。 

㈱エフ・リンク 

 （注）４ 
東京都台東区 332 

フランチャイズ店

舗運営  
100.0 

資金援助、役員の兼任があ

ります。 

リンク・インベスト

メント㈱ 
東京都中央区 490 

ベンチャーキャピ

タル 
100.0 

ファンドへの出資、資金援

助、役員の兼任がありま

す。 

北洋インベストメン

ト㈱ 
東京都中央区 10 

ベンチャーキャピ

タル 
100.0 

ファンドへの出資、役員の

兼任があります。 

㈱ブイエルリース

（注）１，５ 
東京都中央区 50 リース事業 

100.0 

(100.0) 

資金援助、役員の兼任があ

ります。 

VENTURE LINK 

INTERNATIONAL,INC. 

Los Angeles, 

California 

千ドル 

1,750 

海外拠点としての

情報支援 
100.0 役員の兼任があります。 

台灣威凌克新業創造

股份有限公司 
台湾台北市 

千台湾ドル 

58,000 

台湾における飲食

店舗の運営 
100.0 役員の兼任があります。 

威凌克餐飲

（Schenzhen)有限公

司  

中国広東省 
千元 

7,255 

中国における飲食

店舗の運営 
100.0 なし 



     ５．債務超過会社であり債務超過の額は平成18年５月末時点で425百万円となっております。 

     ６．特定子会社に該当しております。 

     ７．㈱シー・シー・ピーから、商号変更しております。 

     ８．㈱リンク・リスクマネージメントから、商号変更しております。 

 ９．㈱カーブスジャパンについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割

合が10％を超えております。 

主要な損益情報   （1）売上高   2,052百万 

          （2）経常利益   158百万 

          （3）当期純利益   87百万 

          （4）純資産額   192百万円 

          （5）総資産額  1,503百万円 

(2）持分法適用関連会社 

 （注）１．議決権の所有割合の（ ）内は間接所有割合で内数を記載しております。 

     ２. 債務超過会社であり債務超過の額は平成18年３月末時点で176百万円となっております。 

会社等の名称 住所 
資本金 
（百万円）

主要な事業の内容 
議決権又は被
所有割合の所
有割合（％） 

関係内容 

ユニバーサルソリュ

ーションシステムズ

㈱ 

  

東京都港区 915 
店舗管理システム

の設計・運用 
18.1 

同社に対してインターネ

ット関連業務を委託して

います。債務保証があり

ます。 

リンク・ジェノミク

ス㈱ 

  

東京都中央区 1,655 

バイオインフォマ

ティクスの開発・

販売・ライセンス 

32.4 役員の兼任があります。 

㈱リビング・ポーズ

（注）１,２ 
横浜市都筑区 98 

住宅用カーテンの

製造及び販売 

30.6 

(5.1) 
なし 

㈱エー・ダブリュ

ー・リンク 
東京都千代田区 10 

食料品の研究開発

及び開発技術の特

許販売 

50.0 役員の兼任があります。 

大陸貿易開発㈱ 

（注）１ 

鹿児島県鹿児島

市 
157 

中国との食材、建

材等の輸出入 

42.3 

(10.5) 
なし 



５【従業員の状況】 

（1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、平均臨時雇用者数を（ ）に外数で記載しております。 

    ２．全社として記載している従業員数は、主に特定のセグメントに区分できない管理部門に所属 

している従業員及び平成18年４月入社の新卒者22名を含めております。 

     ３．従業員数が前連結会計年度に比し、140人増加しましたのは、主に海外子会社２社の事業拡大 

のためであります。 

  

（2）提出会社の状況 

 （注）１．平均年間給与は、税込支払給与額であり、基準外賃金及び賞与を含んでおります。 

    ２．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数を（ ）に外数で記載しております。 

３．従業員数が前連結会計年度に比し、67人減少しましたのは、主にＦＣ本部関連事業の拡大に 

伴い、子会社への出向者が増加したためであります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成18年５月31日現在

  従業員数（人） 

会費・金融事業 138（13) 

外食事業 95（58) 

教育事業 116（２) 

新事業 312（８) 

その他の事業 133（34) 

全社 112（11) 

合計 906（126) 

  平成18年５月31日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

553(113)  30.66 4.43 5,639,950 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

（1）業績 

 平成15年１月以降、３年間にわたり進めてまいりました当社グループの事業構造の大変革も、当連結会計年度を

営業黒字で終えるに至り、明確に復調の足取りを刻みつつあることを報告できる状況となりました。当連結会計年

度における日本経済は、企業収益の回復と雇用環境の改善、また個人消費も拡大基調に転じ、緩やかな回復傾向で

推移しましたが、日本経済の復調のタイミングに新たな基盤の再構築を間に合わせることができました。 

  平成16年に入って以降、新しい事業として教育分野においては「７つの習慣Ｊ」「３つの力」、プライムエイジ

向け流通分野においては「三代目茂蔵」（その後、品揃えを広げた「匠味本舗」も追加）、美容と健康分野におい

ては「女性専用30分フィットネス カーブス」「ミッショナリー」、そして外食分野においてはオリジナルブラン

ドである「陳麻家」、さらには株式会社フジオフードシステムが展開する「まいどおおきに食堂」郊外版と次々と

リリースしてまいり、これら新ビジネスが当連結会計年度の営業黒字を達成する主要因となりました。これらの新

しいビジネスにおける当連結会計年度の出店数は1,074店舗（教室）を数え、平成16年からの累計では1,596店舗

（教室）に達しております。  

 全てをゼロから再構築してまいりましたため、一般投資家の皆様には多大なご心配をおかけしましたが、試行錯

誤しながら手がけてまいりました事業が、今ようやく、安定的かつ継続的に収益を生み出すに至っております。 

 さて、このような「再建」を実現するにあたりまして、当社では、経営理念の見直しをいたしました。当社は創

業以来、経営理念を具現化するコンセプトとして、NEW BUSINESS CREATOR（新事業創造企業）というメッセージを

掲げておりました。しかしながらこの数年間に新たなビジネスを構築していく過程で、当社が大切にしたいと強く

感じる思いを振り返り、HUMAN VALUE INNOVATOR（人財価値革新企業）というコンセプトを経営理念に新たに付け加

えることにいたしました。 

 私たちは、単にユニークで収益性の高い新事業を創造するだけでなく、そこで働く全ての方々に仕事を通じて自

らの成長を感じ取っていただこう、仕事を通じて真の生きる力を身につけていただこう、そのような思いを強く抱

いており、そのような事業を広めていくことこそが私たちの存在意義であるという決意をHUMAN VALUE INNOVATORと

いう言葉に込めております。私たちはこれらの理念、信念をグループに大切に根付かせながら、継続的な成長を実

現してまいる所存であります。 

 なお、前連結会計年度においてユニバーサルソリューションシステムズ株式会社及び株式会社キャッツの２社が

連結除外となったことから、当連結会計年度においては3,758百万円の減収が生じることとなりました。 

 以上の結果、当連結会計年度の売上高は14,770百万円（前連結会計年度比1,095百万円減、同6.9％減）、営業利

益は506百万円（前連結会計年度は営業損失1,974百万円）、経常利益は674百万円（前連結会計年度は経常損失

1,090百万円）、当期純利益は615百万円（前連結会計年度は当期純損失2,565百万円）と、４期ぶりの黒字となりま

した。 

  事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

 なお、当連結会計年度から事業の種類別セグメントを変更したため、前年同期比較にあたっては前連結会計年度

分を変更後の区分に組替えて行っております。 

＜会費・金融事業＞ 

 リレーションシップバンキングに対応した金融機関の活動を支援するため、当社のサービスである取引先斡旋を

利用いただく「ビジネスマッチング提携」をはじめ、当連結会計年度に新たに14行の地方銀行との提携を行い、当

連結会計年度末における提携金融機関数は142機関となりました。地方銀行111行中45行と提携、信用金庫296金庫中

81金庫と提携するなど、地域金融機関との提携構造が進展いたしております。 

 当連結会計年度末における会員企業数は９万９千社となり、前連結会計年度末から１万４千社減少しました。こ

のうち、ＦＣビジネスに取り組み意欲旺盛な企業「ビジネス・リンク・パートナー（ＢＬＰ）」については、前連

結会計年度末835社から、入会244社、退会354社で110社減少し、725社となっております。  

 その結果、会費収入を中心とする売上高は、2,218百万円（連結会計年度比1,731百万円減）となり、営業利益は

108百万円（同 96百万円増）となりました。 



＜外食事業＞ 

 当社でライセンス展開する「陳麻家」は、当連結会計年度における出店数が43店舗となり、平成18年５月末の営業

店舗数は44店舗となりました。また、提携ＦＣ本部である株式会社フジオフードシステムの「まいどおおきに食堂」

の郊外型店舗の出店が進み、ロイヤルティを受け取っている外食店舗の総数は、平成18年５月末で836店舗となりまし

た。 

 その結果、売上高は、出店に伴い計上される収入と開業済みの店舗から受け取るロイヤルティ収入などの合計で

5,426百万円（前連結会計年度比386百万円減）となり、営業利益は1,972百万円（同 2,196百万円増）となりました。

＜教育事業＞ 

 連結子会社株式会社ＦＣエデュケーションがＦＣ本部となっている「７つの習慣Ｊ」は、当連結会計年度における

開講教室数が275教室となり、平成18年５月末の開講教室数は372教室となりました。事業開始からおよそ２年で受講

生徒数が１万名を突破し、大手既存学習塾での全生徒必須授業化や、一部の私立中学高校においても「７つの習慣

Ｊ」が授業に導入されるなど、そのすそ野は広がっております。また、本業が学習塾以外の企業には、提携ＦＣ本部

である株式会社ジー・エデュケーションの「ITTO個別指導学院」と「７つの習慣Ｊ」の同時開講を推進しておりま

す。 

 その結果、売上高は、開講に伴い計上される収入と開講済みの教室から受け取るロイヤルティ収入などの合計で

1,006百万円（前連結会計年度比420百万円増加）となりましたが、事業の拡大に伴うコスト増加により、営業損失は

593百万円（同 78百万円増）となりました。 

＜新事業＞ 

 [美容・健康事業分野] 

 連結子会社株式会社カーブスジャパンがＦＣ本部となっている「カーブス」は、当連結会計年度より出店が開始さ

れ、平成18年５月末の店舗数は80店舗となりました。平成18年５月末の会員数は15,000名を超えております。 

 [新流通事業分野]  

 連結子会社株式会社三代目茂蔵がＦＣ本部となっている「三代目茂蔵」は、当連結会計年度における開業数が190

店舗となり、平成18年５月末における開業店舗数は402店舗となりました。当連結会計年度中には、大豆関連商品以

外のこだわり食材に品揃えを広げた「匠味本舗」の併設を開始しており、平成18年５月末には139店舗が三代目茂蔵

に匠味本舗を併設しております。 

 その結果、新事業分野全体の売上高は、開業に伴い計上される収入と、開業済みの店舗から受け取るロイヤルティ

および商品販売の合計で3,838百万円（前連結会計年度比1,979百万円増）となり、営業損失は376百万円（同 532百

万円改善）となりました。 

 ＜その他の事業＞ 

  売上高については、ベンチャーキャピタル事業を展開するリンク・インベストメント株式会社において、連結会

計年度比1,132百万円減の288百万円、リース事業を展開する株式会社ブイエルリースにおいて、連結会計年度比320

百万円減の343百万円となりました。 

 その結果、その他の事業分野全体の売上高は、2,280百万円（連結会計年度比1,377百万円減）となり、営業損失は

603百万円（同 298百万円増）となりました。 

（2）キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度においては、営業活動によるキャッシュ・フローは1,248百万円のプラス、投資活動によるキャッ

シュ・フローは100百万円のプラス、財務活動によるキャッシュ・フローは15百万円のマイナスとなりました。これ

により、当連結会計年度末における現金および現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べて1,342百万円増加

し、5,929百万円となりました。  

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 

 

＜営業活動によるキャッシュ・フロー＞ 

 営業活動によるキャッシュ・フローは1,248百万円のプラス（前連結会計年度は729百万円のマイナス）となりまし

た。税金等調整前当期純利益（682百万円）、減価償却費（786百万円）及びその他営業負債の増加額（463百万円）

等を計上したことが主な要因です。 



＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞ 

 投資活動によるキャッシュ・フローは前連結会計年度に比べ864百万円減少したものの、100百万円のプラスとなり

ました。有形無形固定資産の取得による支出（780百万円）及び投資有価証券の取得による支出（476百万円）があり

ましたが、投資有価証券の売却による収入（892百万円）及び貸付金の回収による収入（218百万円）を計上したこと

が主な要因です。 

  

＜財務活動によるキャッシュ・フロー＞ 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、社債の償還による支出等により15百万円のマイナス（前連結会計年度は

3,081百万円のプラス）となりました。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

（1）生産及び受注の状況 

当社グループは、生産及び受注に関する該当事項はありません。 

（2）販売実績 

 当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

３．主要な販売顧客について該当するものはありません。 

４．当連結会計年度から事業の種類別セグメントを変更したため、前年同期比較にあたっては前連結会計年度分

を変更後の区分に組み替えて行っております。 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

前年同期比（％） 

会費・金融事業（千円） 2,218,994 △43.8 

外食事業（千円） 5,426,140 △6.6 

教育事業（千円） 1,006,568 71.8 

新事業（千円） 3,838,040 106.5 

その他の事業（千円） 2,280,902 △37.6 

合計（千円） 14,770,645 △6.9 



３【対処すべき課題】 

（1）ネットワークの拡充 

 当社は創業以来、地域金融機関を通じて中堅中小企業にとって真に価値ある経営情報を提供するネットワークを構

築してまいりました。昨今では、リレーションシップバンキングに対応した金融機関の活動を支援するため、当社の

サービスである取引先斡旋をご利用いただく「ビジネスマッチング提携」をはじめ、地域の中堅中小企業の本業支援

を行いながら、金融での成果を実現する「渉外支援プログラム」、そして大商談会成功のノウハウを活かした「商談

会支援コンサルティング」など、金融機関に向けた様々なサービスの拡充を図っております。 

 これら地域金融機関を通じた中堅中小企業のネットワークこそが、当社の重要な基盤であるということを認識し、

そのネットワークの拡充を戦略の第一として取り組んでまいります。 

  

（2）価値あるビジネスを生み出し、当社自らがＦＣ本部として展開する 

 ニュービジネスクリエーターとして世界中のビジネスを調査、研究し、価値あるビジネスを生み出しＦＣ化して、

中堅中小企業に新規事業として提案してまいります。展開するＦＣビジネスにおいては、当社グループがＦＣ本部を

運営（100％子会社を設立）し、ビジネスオーナーに対してライセンス料を支払うスタイルを中心に行ってまいりま

す。 

 注力するビジネス分野は、昨今の中堅中小企業における経営環境の変化や消費者行動の変化を分析し、外食、教

育、プライムエイジ（団塊世代）向け流通、美容と健康の４つの分野に絞って展開することとし、顧客であるビジネ

ス・リンク・パートナー（ＢＬＰ）企業の経営課題の解決に役立つような「本業支援型ビジネス」を「初期投資

2,000万円以下」で展開していく方針であります。 

 既に、教育分野では「７つの習慣Ｊ」と「３つの力」、プライムエイジ（団塊世代）向け流通分野では「三代目茂

蔵」と「匠味本舗」、美容と健康分野では「カーブス」をスタートさせるとともに、当期末からは「ミッショナリ

ー」を開始しており、今後は、毎期１～２業態に新規に取り組み、スタートから３年程度で業界ナンバーワンチェー

ンに成長させる方針であります。 

 また、外食分野におきましては、ＢＬＰ企業の成長支援の新たな方法として、「陳麻家」をはじめとする成功確率

が高いと思われる複数のブランドにおいて、商標、製法、経営ノウハウをパッケージ化し、ライセンスとして販売す

る方法を開始しております。 

  

（3）持続性のある収益体制の構築 

 毎期着実に利益を計上し、成長を持続させていく経営を実現するために、毎月、確実に収益を上げることが可能な

営業構造へのシフトと経営管理体制の構築を進めてまいります。 

 今後は各事業分野において、一層の商品力強化に取り組むことで、確実に営業店舗数を拡大しながら、加盟店の収

益性や満足度の向上に注力していくことにより、ＦＣ本部事業が安定的かつ継続的に収益を上げ、当社グループの収

益の柱として成長していくことをめざしてまいります。 

   

（4）人財採用・育成 

 当社グループがＦＣ本部として取り組む各業界において、次々と新しい商品開発を行ったり、加盟したＢＬＰ企業

に対して経営指導を行うことができる専門性の高い人財の採用と育成に注力してまいります。 

 また、経営幹部陣においては、経営者としての広範な知識、経験をもたせるような教育・育成に取り組んでまいり

ます。 



４【事業等のリスク】 

以下において、当社の事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載しております。 

  （1）提携ＦＣ本部の経営上のリスク 

当社が提携している（していた）ＦＣ本部の経営方針や経営環境の変化によって、当社が契約を仲介した加盟

店に不利益な状態が発生し、当社の顧客との信頼関係に影響を及ぼす可能性があります。 

 それに対して、当社は顧客第一主義の精神に則り、加盟店に対して好ましい経営環境を確保するための最大

限の努力を行ってまいります。 

  

 （2）進出する業界特有のリスク 

子会社ＦＣ本部が展開する業態が属する、業界特有のリスクの影響を受ける可能性があります。 

 これに対して、当社グループでは研究開発部門を強化するとともに、ひとつの業界に偏らず、今後成長の見

込める複数の事業分野（外食、教育、プライムエイジ（団塊世代）向け流通、美容と健康の４つの分野）にお

いて事業を展開することで、リスク分散を図ってまいります。また、加盟店の経営レベル向上を目的としたプ

ログラムを実施し、加盟店自身の経営力を向上させることにより、これら外的要因リスクの回避に努める方針

です。 

      当社グループが本部となり展開する事業については、以下のようなリスクがあります。 

    ①外食事業分野 

外食業界における競争は引き続き激しく、予想を上回る商品サイクルの短期化や市場動向の変化によって、

当事業のライセンス販売に影響を与える可能性があります。原材料の調達については、安定的な確保と最適

な価格の維持に努めております。しかし、多数の店舗出店に伴い、必要な原材料の量が拡大することから、

生産国の天候や交易事情などにより原材料調達が困難になった場合や購入価格が著しく上昇した場合は、業

績に影響を与える可能性があります。 

  

      ②教育事業分野 

小中高校生向けに道徳観を育成するプログラム「７つの習慣Ｊ」と、低学年向け総合教育プログラム「３つ

の力」の２つのプログラムをフランチャイズ形式で学習塾や私学（高校）に提供する事業を展開しておりま

す。加盟校に対しては、ファシリテーター向け研修などを実施しておりますが、人材育成が十分になされな

い場合には、当社が計画している開講数や生徒数に到達せず、当社グループの業績に影響を与える可能性が

あります。 

  

     ③プライムエイジ（団塊世代）向け流通分野 

豆腐を中心とした大豆関連食品の小売店である「三代目茂蔵」に加え、新たなブランドとしてこだわり食材

に品揃えを拡げた「匠味本舗」を展開しております。当事業の主たる購買層であるプライムエイジ層の嗜好

の特徴や変化等を十分に捉えることができず、適切な商品開発・投入が図れない場合、ならびに必要な物流

網の構築を継続して十分に確保できない場合、業績に影響を与える可能性があります。 

  

      ④美容と健康分野 

世界最大のフィットネスチェーンである「カーブス」に加え、美容院向けの新事業である「ミッショナリ

ー」を展開する予定です。 

当分野への関心が一層高まる中で、美容と健康に関する市場は今後も拡大を続ける見込みです。しかしなが

ら、今後、既存の企業間での競争激化や新規参入事業者の増大により、当社グループが市場の変化を十分に

捉えることができず、魅力的なサービスを提供できない場合、業績に影響を与える可能性があります。 

  

 （3）法的規制によるリスク 

当社グループが展開するフランチャイズ事業やライセンス事業においては、独占禁止法等の法規制がありま

す。また、進出する業界毎の関連法規、ならびに個人情報保護法をはじめとした消費者保護に関する法規を遵

守する必要があります。これらの法規を遵守するためのコスト増加の可能性や、また遵守できなかった場合に

は、当社グループの事業活動が制限されるなど業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 これに対して、法改正の動向等の情報をいち早くキャッチできるよう幅広く情報収集に努めるとともに、新

規ビジネスの構築段階から顧問弁護士とともに法的リスクを回避できるよう対策を立てております。 

  



 （4）人財育成に関するリスク 

当社グループでは、子会社ＦＣ本部各社における事業構造構築や商品開発に取り組み、あるいは加盟店に対し

て経営指導を行えるなど、専門性の高い人財の育成に注力しております。しかしながら、人財育成を効果的に

行うことができなかった場合には、それらの専門性を要する業務の遂行体制を十分に確保できず、業績に悪影

響が及ぶ可能性があります。 

  

（5）未出店のＦＣ加盟権の対応に関するリスク 

当社グループで仲介した既存のＦＣ加盟契約先が未出店状態にあった場合、極力出店への努力を行いますが、

万一出店できない場合に諸事情を勘案の上、将来の返金リスクがあると見込まれる場合に備えて合理的に見積

もった引当金を計上しており、今後返金等の対処が必要となった場合でも、会計上の手当ては既に済んでおり

ます。したがって返金による損失の発生は今後は見込まれないと想定しておりますが、経営環境の変化やＦＣ

本部の方針等が変更された場合には、業績に影響が及ぶ可能性があります。なお、今後締結する加盟契約につ

きましては、既に平成17年5月期よりＦＣ加盟店開発売上の会計方針を変更し、当該企業の出店確定をもって 

売上計上することとしておりますので、返金等により損失を被るリスクはございません。 

  

 （6）ＦＣ本部との提携関係に関するリスク 

当社グループは、提携しているＦＣ本部からの業務受託により加盟店に対するスーパーバイジングを行ってお

りますので、業務委託契約が終了となった場合、業務受託収入も終了することとなります。この点について当

社では、各ＦＣ本部と提携関係に関する方針を既に確定させ事業計画に反映させておりますので、業績に影響

を与えるリスクはないと判断しておりますが、ＦＣ本部の方針変更あるいは、関係悪化があった場合には、業

績に影響が及ぶ可能性があります。 

  

 （7）情報管理に関するリスク 

当社グループでは顧客から入手した個人情報を保有しております。これらを厳重に管理するための情報管理に

かかる具体的な施策として、個人情報保護十訓、個人情報保護規程、機密管理規則等を策定しており、また社

員に対して勉強会や試験を実施し、情報管理の重要性の周知徹底を行っております。さらには、プライバシー

マークの認定を取得するために、現在準備を進めております。 

しかし、これらの施策にもかかわらず、万一それらの情報が外部へ漏洩した場合には、信用が低下し、業績に

影響を及ぼす可能性があります。 



５【経営上の重要な契約等】 

（1）業務協力に関する基本契約 

（2）業務提携に関する契約 

６【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

相手方の名称 契約内容 契約期間 

金融機関系ビジネスクラブ  
 金融機関が設立したビジネスクラブの運営支援を行

っています。 

契約締結日から１年間以後１年

毎の自動更新  

相手方の名称 契約内容 契約期間 

 フランチャイズ本部を運営す

る先 

 フランチャイズ展開に関する業務提携（もしくは委

託）契約およびその付属契約を締結し、フランチャイ

ズ本部の加盟店開発等の業務支援を行っています。相

手先によって、付属契約としてＳＶ業務に関する業務

委託契約を締結しております。 

契約期間は、各契約によって１

年間から８年間とし、その後自

動更新としております。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

当社グループに関する財政状態及び経営成績の分析について以下に記載しておりますが、文中における将来に関する

事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。 

  

（1）重要な会計方針及び見積り 

 当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されてお

ります。この連結財務諸表の作成にあたり、見積りが必要な事項につきましては、合理的な基準に基づき、会計上の

見積りを行っております。 

 詳細につきましては、第一部［企業情報］ 第５［経理の状況］ １［連結財務諸表等］ 連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項に記載のとおりであります。 

 

（2）当連結会計年度の経営成績の分析 

①売上高及び売上総利益の状況について 

 当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度比1,095百万円減の14,770百万円（前年同期比6.9％減）、売上総利益

は1,090百万円増（前年同期比11.4％増）の10,648百万円となりました。  

 主な増収の要因としましては、単体の外食事業における「まいどおおきに食堂」の加盟店開発報酬、「陳麻家」の

ライセンス開発収入及びノウハウ販売等によって1,868百万円の増収、また、カーブス事業における2,050百万円の増

収が挙げられ、減収の要因としましては、前連結会計年度においてユニバーサルソリューションシステムズ株式会社

（JASDAQ 3390）及び株式会社キャッツ（非上場、名古屋市）の２社の株式売却によって、連結から除外したことに

よる3,758百万円の減収、及びその他事業で1,380百万円の減収があったことが挙げられます。 

  

②販売費及び一般管理費の状況について 

 販売費及び一般管理費は、連結除外による1,495百万円の減少を主な要因として、前連結会計年度比1,390百万円減

の10,142百万円となりました。 

 以上の結果、営業利益は、前連結会計年度比2,481百万円改善し、506百万円となりました。 

 

③営業外損益の状況について 

 営業外収益につきましては、投資有価証券売却益において前連結会計年度比753百万円減の392百万円となったた

め、前連結会計年度比808百万円減の633百万円となりました。 

 営業外費用につきましては、前連結会計年度比92百万円減の465百万円となりました。 

 以上の結果、経常利益は、前連結会計年度比1,764百万円改善し、674百万円となりました。 

 

④特別損益の状況について 

 特別利益においては、事業再構築引当金戻入益125百万円等を計上したものの、投資有価証券売却益や持分変動に

よるみなし売却益等の計上が減少したことにより、前連結会計年度比991百万円減の465百万円となりました。 

 特別損失においては、前連結会計年度比2,337百万円改善して、457百万円となりました。 

 以上の結果、当期純利益は、前連結会計年度比3,181百万円改善し、615百万円となりました。 



（3）経営成績に重要な影響を与える要因について 

 経営成績に重要な影響を与える要因については、第一部 [企業情報] 第２ [事業の状況] ４ [事業等のリス

ク]に記載のとおりであります。 

 

（4）経営戦略の現状と見通し 

 当社は創業以来、地域金融機関を通じて中堅中小企業にとって真に価値ある経営情報を提供するネットワークを構

築してまいりました。昨今では、リレーションシップバンキングに対応した金融機関の活動を支援するため、当社の

サービスである取引先斡旋をご利用いただく「ビジネスマッチング提携」をはじめ、地域の中堅中小企業の本業支援

を行いながら、金融での成果を実現する「渉外支援プログラム」、そして大商談会成功のノウハウを活かした「商談

会支援コンサルティング」など、金融機関に向けた様々なサービスの拡充を図っております。 

 また、ニュービジネスクリエーターとして世界中のビジネスを調査、研究し、価値あるビジネスを生み出しＦＣ化

して、中堅中小企業に新規事業として提案してまいります。展開するＦＣビジネスにおいては、当社がＦＣ本部を運

営（100％子会社を設立）し、ビジネスオーナーに対してライセンス料を支払うスタイルを中心に行ってまいります。

 注力するビジネス分野は、昨今の中堅中小企業における経営環境の変化や消費者行動の変化を分析し、外食、教

育、プライムエイジ（団塊世代）向け流通、美容と健康の４つの分野に絞って展開する方針であります。 

 詳細につきましては、第一部 [企業情報] 第２ [事業の状況] ３ [対処すべき課題]に記載のとおりでありま

す。 

（5）資本の財源及び資金の流動性についての分析   

１．キャッシュ・フロー 

 キャッシュ・フローについては、第一部[企業情報] 第２[事業の状況] １[業績等の概要] （2）[キャッシュ・

フロー]に記載のとおりであります。 

  

２．財政状態 

①資産の部 

 当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末から934百万円増加し、15,505百万円となりました。現金及び預

金が1,257百万円増加したことが主な要因です。 

②負債の部 

 当連結会計年度末の負債は、前連結会計年度末から33百万円減少し、5,771百万円となりました。 

③純資産の部 

 純資産につきましては、前連結会計年度末から968百万円増加し、9,734百万円となりました。当連結会計年度に

615百万円の純利益を計上したこと及びその他有価証券評価差額金が333百万円増加したことが主な要因です。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当社グループの当連結会計年度における設備投資総額は873,130千円であり、その主なものは新事業に係る直営店

の出店によるものです。 なお、新事業において本社移転などに係る固定資産除却損84,176千円を計上しておりま

す。 

２【主要な設備の状況】 

当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。 

(1）提出会社 

  （注）１．帳簿価額のうち「その他」は機械装置及び車両運搬具であります。 

なお、金額には消費税等は含まれておりません。 

２．従業員数の（ ）は、臨時雇用者数を外書きしております。 

(2）国内子会社 

 （注）１．帳簿価額には消費税等は含まれておりません。 

  

   (3）在外子会社 

     特記すべき重要な設備はありません。 

  

３【設備の新設、除却等の計画】 

該当事項はありません。 

  （平成18年５月31日現在）

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セ  
グメントの名称  

設備の内容  
  

    
 帳簿価額

（千円） 
    

従業員数
（人） 建物及び構

築物 
工具器具備
品 

ソフトウエア その他 合計 

本社         

（東京都台東区） 

会費事業・外食事

業・教育事業・新事

業・その他の事業 

本社施設、  

IＴ設備等 
141,591 100,064 546,447 6,600 794,703 418(35)  

経営本部      

（東京都中央区） 

会費事業・外食事

業・教育事業・新事

業・その他の事業 

会議室、 

施設等 
72,035 42,336 －  120 114,492 32(13)  

その他          

（大阪市北区等） 

会費事業・外食事

業・教育事業・新事

業・その他の事業 

営業所、 

店舗等 
122,846 82,786 －  11,309 216,941 103(67)  

  （平成18年５月31日現在）

会社名 
事業所名 
（所在地） 

 事業の種類別セ  

 グメントの名称 
設備の
内容  

    
 帳簿価額

（千円） 
    

従業 
員数
（人） 

建物及
び構築
物 

工具器
具備品 

土地 
(面積
㎡) 

その他 合計 

㈱ブイエルリ

ース 

本社    

(東京都中央区) 

  

その他の事業 

  

リース

物件 
 －  161,106    －   －  161,106 

   －  

(－) 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）「提出日現在発行数」には、平成18年８月１日以降提出日までの新株引受権の権利行使によって発行されたもの

は含まれておりません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

   旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権に関する事項は、次のとおりでありま

す。 

 （注） 新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により払込価額を調整し、調整の

結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 287,844,000 

計 287,844,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成18年５月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年８月24日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 127,911,823 127,911,823 
東京証券取引所 

（市場第一部） 
－ 

計 127,911,823 127,911,823 － － 

（イ）平成15年８月27日定時株主総会決議 

  
事業年度末現在 

（平成18年５月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年７月31日） 

新株予約権の数（個） 20,892 20,348 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 2,089,200 2,034,800 

新株予約権の行使時の払込金額（円）    306（注）   同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年８月28日から平

成22年８月27日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  306 

資本組入額 153 
    同左 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権の一部行使は

出来ないものとする。そ

の他の条件は、当社と被

付与者との間で締結する

新株予約権割当契約に定

めるものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する 同左 

代用払込みに関する事項 －   － 

調整後払込価額 = 調整前払込価額 × 
１ 

分割・併合の比率 



  

     また、時価を下回る価額で、新株式を発行又は自己株式を処分する場合は、次の算式により払込価額を調整

し、調整により生じる1円未満の端数は、これを切り上げる。 

      なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総 

 数を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」

 に読み替えるものとする。 

        以上のほか、資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、払込価額の調整を必要とするやむを得ない事由

が生じたときは、資本減少、合併又は会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で払込価額を調整するも

のとする。 

        
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込価格 ＝ 調整前払込価額 × 
時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



  （注）新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により払込価額を調整し、調整の結

果生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。  

        また、時価を下回る価額で、新株式を発行又は自己株式を処分する場合は、次の算式により払込価額を調整

し、調整により生じる1円未満の端数は、これを切り上げる。 

     なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の未行使の新株引受権の目的たる株式の数については、

発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、

「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。 

     以上のほか、資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、払込価額の調整を必要とするやむを得ない事由が

生じたときは、資本減少、合併又は会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で払込価額を調整するものと

する。 

（ロ）平成16年８月26日定時株主総会決議 

  
事業年度末現在 

（平成18年５月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年７月31日） 

新株予約権の数（個） 21,948 21,916 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 2,194,800 2,191,600 

新株予約権の行使時の払込金額（円）    223（注）   同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年８月27日から平

成25年８月26日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  223 

資本組入額 112 
   同左 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権の一部行使は

出来ないものとする。そ

の他の条件は、当社と被

付与者との間で締結する

新株予約権割当契約に定

めるものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する 同左 

代用払込みに関する事項  －  － 

調整後払込価額 = 調整前払込価額 × 
１ 

分割・併合の比率 

        
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込価格 ＝ 調整前払込価額 × 
時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



   旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権（ストックオプション）に関する事項は、次のとおりであります。 

   平成13年８月28日定時株主総会決議 

 （注）１．新株引受権を付与する日（以下「付与日」という。）以降、当社が株式の分割又は併合を行う場合には、未

行使の新株引受権の目的たる株式の数については、次の算式により付与株式数を調整し、調整の結果生じる

１株未満の株式は、これを切り捨てる。 

  

  

ただし、平成13年５月21日開催の当社取締役会決議に基づく株式の分割（１株を1.5株に分割）について

は、かかる調整を行わない。 

２．付与日以降、当社が株式の分割又は併合を行う場合には、次の算式により発行価額を調整し、調整の結果生

じる１円未満の端数は、これを切り上げる。 

  

  

ただし、平成13年５月21日開催の当社取締役会決議に基づく株式の分割（１株を1.5株に分割）について

は、かかる調整を行わない。 

また、付与日以降、当社が、時価を下回る価額で新株を発行する場合（転換社債の転換、新株引受権証券お

よび旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の権利行使の場合を除く。）は、次の算式により発行価

額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。 

  

  

３．新株引受権の譲渡、質入れその他一切の処分は認めないものとする。 

４．権利を付与された者が死亡した場合は、相続人が新株引受権を行使することができ、また、権利を付与され

た者は当社の取締役または従業員の地位を喪失した場合にも新株引受権を行使することができるものとす

る。 

５．付与日以降、当社が、合併を行う場合、株式交換若しくは株式移転を行う場合、会社分割を行う場合その他

これらの場合に類して調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合には、必要最小限かつ合理的な範囲

で新株引受権の付与株式数、発行価額、行使期間その他の条件の調整若しくは新株引受権行使の制限を行

い、また、未行使の新株引受権を失効させることができるものとする。 

６．上記の他、新株引受権の喪失事由、新株引受権の行使の条件及び細目については、平成13年８月28日開催の

定時株主総会決議及び今後の当社取締役会決議に基づき、当社と付与対象者との間で締結する「新株引受権

付与契約」に定めるところによる。 

  
事業年度末現在 

（平成18年５月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年７月31日） 

新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 992,100（注）１ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 2,067（注）２   同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成15年８月29日 

至 平成20年８月28日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   2,067 

資本組入額  1,034 
     同左 

新株予約権の行使の条件 （注）３,４,５,６ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡、質入その他一切の

処分は認めない 
同左 

代用払込みに関する事項  － －  

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数×分割・併合の比率

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 × 
１ 

分割・併合の比率 

        
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 ×
時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 （注）１．株式分割 （１：1.5）によるものであります。 

２．株式分割 （１：３ ）によるものであります。 

３．転換社債の転換によるものであります。 

４．第三者割当 

    発行価格    410円 

    資本組入額   205円 

    主な割当先   （株）ニッシン、小林忠嗣、（株）バリュークリエーション、Deutsche Bank AG、 

             ASURA INVESTMENT TRUST、（株）太平エンジニアリング、他19社 

５．第三者割当 

    発行価格    410円 

    資本組入額   205円 

    主な割当先    ASURA INVESTMENT TRUST 

６．第三者割当 

    発行価格    273円 

    資本組入額   137円 

    主な割当先    ASURA INVESTMENT TRUST 

             モルガン・スタンレー・アンド・カンパニー・インターナショナル・リミテッド 

             ファンド１,ファンド２ 

             みらい・エムヴィピー投資事業組合 

７．第三者割当     

    発行価格    270円 

    資本組入額   135円 

    主な割当先    (株)暁成、（株）ニッシン、         

                 （株）バリュークリエーション、Deutsche Bank AG、 

                  タワー投資顧問（株）が運用するTower－K1J－Fund 

                   モルガン・スタンレー・アンド・カンパニー・インターナショナル・リミテッド 

                  ファンド１, ファンド２ 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成13年９月19日 

（注）１ 
7,933,000 23,799,000 ― 3,965,484 ― 3,571,899 

平成14年３月20日 

（注）２ 
47,636,572 71,454,858 ― 3,965,484 ― 3,571,899 

平成13年11月30日 

～ 

平成14年５月31日 

（注）３ 

525,551 71,961,123 584,995 4,550,479 584,995 4,156,884 

平成15年11月29日 

（注）４ 
14,639,300 86,600,423 3,001,056 7,551,536 3,001,056 7,157,941 

平成15年12月27日 

（注）５ 
1,250,000 87,850,423 256,250 7,807,786 256,250 7,414,191 

 平成16年６月23日 

 （注）６ 
3,024,600 90,875,023 414,370 8,222,156 411,345 7,825,536 

 平成16年７月29日 

 （注）７ 
37,036,800 127,911,823 4,999,968 13,222,124 4,999,968 12,825,504 



(4）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式506,287株は、「個人その他」に5,062単元及び「単元未満株式の状況」に87株を含めて記載してお

ります。 

２．上記「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、1,068単元含まれております。 

  平成18年５月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数 100株） 
単元未満株
式の状況 
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 40 48 160 65 14 20,212 20,539 － 

所有株式数

（単元） 
－ 165,954 57,206 411,142 71,911 747 571,643 1,278,603 51,523 

所有株式数の

割合（％） 
－ 12.98 4.47 32.16 5.62 0.06 44.71 100.00 － 



(5）【大株主の状況】 

（注） 上記の内、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社  48,475百株 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社    14,264百株 

  平成18年５月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（百株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社暁成 京都市伏見区深草南明町19番６号 171,049 13.37 

NISリース株式会社 東京都新宿区西新宿１丁目６番１号  122,854 9.60 

株式会社日本エル・シー・エ

ー 
京都市中京区烏丸通錦小路下ル笋町691番地 79,895 6.24 

小林 忠嗣 京都市伏見区 49,453 3.86 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８番11号 48,475  3.78 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番10号 48,077 3.75 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11番３号 14,264 1.11 

バンクオブニューヨークジー

シーエムクライアントアカウ

ンツイーアイエスジー 

（常任代理人 株式会社三菱

東京UFJ銀行） 

Peterborough Court 133 Fleet Street EC  

４A ２BB United Kingdaom 

（東京都千代田区丸の内２丁目７番１号） 

10,501 0.82 

シービーエヌワイプリンシパ

ルライフインシュランスカン

パニー 

（常任代理人 シティバン

ク・エヌ・エイ東京支店） 

111 Wall Street New York NY 10043 USA

（東京都品川区東品川２丁目３番14号） 
10,272 0.80 

藍澤證券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目20番３号 9,660 0.75 

計  － 564,500 44.13 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 上記「完全議決権株式（その他）」の「株式数（株）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が、 

106,800株（議決権の数1,068個）含まれております。 

②【自己株式等】 

  平成18年５月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
普通株式 

506,200 
－       － 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

127,354,100 
1,273,541 － 

単元未満株式 
普通株式 

51,523 
－ － 

発行済株式総数 127,911,823 － － 

総株主の議決権 － 1,273,541 － 

  平成18年５月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社ベンチャ

ー・リンク 

東京都台東区寿２

丁目１番13号 
506,200 － 506,200 0.40 

計 － 506,200 － 506,200  0.40 



第三者割当増資により発行した株式について 

 平成16年６月23日ならびに平成16年７月29日に第三者割当増資により発行した株式の取得者に対して、新株式発行の日

から２年間の保有期間に譲渡を行った場合には、当社へ報告をする旨の確約を得ております。なお、当該株式について当

事業年度の開始日から有価証券報告書の提出日までに行われた当該株式の譲渡は下記のとおりです。 

平成18年８月24日現在

移動年月日 
  

移動前所有者 
  

移動後所有者 
  

移動内容 
  

移動理由 
  

 氏名 
（住所） 

提出会社との

関係等 

移動株数 
（株） 

単価 
（円） 

 平成17年６月24日～ 

平成17年10月14日 

タワー投資顧問株

式会社が運用する

Tower K1J-Fund

（東京都港区） 

 － 市場売却 3,016,600 296.8 

ポートフォ

リオポジシ

ョン調整の

ため 

 平成17年９月21日～ 

平成17年12月５日 

株式会社バリュー

クリエーション

（東京都中央区） 

－   市場売却 316,200 334.5 
売却益確定

のため 



(7）【ストックオプション制度の内容】 

 当社はストックオプション制度を採用しております。旧商法第280条ノ19の規定に基づき新株引受権を付与する

方法（新株引受権方式）及びに旧商法第280条の21の規定に基づき新株予約権を付与する方法（新株予約権方式）

により、定時株主総会において決議されたものであります。 

 当該制度の内容は次のとおりであります。 

① 平成13年８月28日開催の定時株主総会決議に基づくもの（新株引受権方式） 

 （注） 取締役９名は、平成13年８月28日開催の定時株主総会終結時における取締役であり、従業員204名は、当社組

織規程に基づく係長職以上及び一部特定指名者のうち204名であります。 

② 平成15年８月27日開催の定時株主総会決議に基づくもの（新株予約権方式） 

決議年月日 平成13年８月28日 

付与対象者の区分及び人数 
取締役  9名 

従業員 204名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項  － 

決議年月日 平成15年8月27日 

付与対象者の区分及び人数 
取締役 ６名 

従業員 695名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(２)新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項  － 



 ③ 平成16年８月26日開催の定時株主総会決議に基づくもの（新株予約権方式） 

   

決議年月日 平成16年8月26日 

付与対象者の区分及び人数 

取締役 ７名 

監査役 ４名 

使用人、当社子会社取締役及び使用人 307名 

他社から当社への出向社員 ３名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(２)新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項  － 



２【自己株式の取得等の状況】 

 【株式の種類等】 旧商法第221条第６項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得及び 

          会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得 

  

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

    該当事項はありません。 

  

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

   該当事項はありません。 

  

(3）【株主総会決議または取締役会決議に基づかないものの内容】 

旧商法第221条第６項及び会社法第192条第１項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による取得 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

株主総会（平成－年－月－日）での決議状況 

（取得期間 平成－年－月－日～平成－年－月－日） 
－ － 

当事業年度前における取得自己株式 － － 

当事業年度における取得自己株式 650 221,206 

残存決議株式の総数及び価額の総額 － － 

当事業年度の末日現在の未行使割合(％)  － － 

当期間における取得自己株式 － － 

提出日現在の未行使割合(％)  － － 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額
（円） 

株式数（株） 
処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式 
－ － － － 

その他 

 （－） 
－ － － － 

保有自己株式数 506,287 － 506,287 － 



３【配当政策】 

 当社の利益配分に関する基本方針は、株主価値を高めるとともに常に安定した利益還元を継続して行なうことを重

要課題と位置付け、会社の収益動向ならびに将来の事業展開に向けた内部留保資金とのバランスを総合的に勘案し、

成果の配分を行なうことを基本方針としております。 

 しかしながら、当事業年度においてはようやく黒字化を果たしたものの、それまでの３事業年度における累積損失

を抱えているため、当期の配当については見送らざるを得ない状況となっておりますが、早期に収益改善を図り、復

配を実現したいと考えております。 

 当社は、「取締役会の決議により、毎年6月30日を基準として、中間配当を行うことができる」旨を定款に定めて

おります。 

  

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

２．□印は、株式分割による権利落後の最高・最低株価を示しております。なお、第17期は、平成13年７月31日

現在及び平成14年１月31日現在の株主に対して、株式分割を実施しておりますので、７月31日によるものを

※１、１月31日によるものを※２で示しております。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

回次 第17期 第18期 第19期 第20期 第21期 

決算年月 平成14年５月 平成15年５月 平成16年５月 平成17年５月 平成18年５月 

最高（円） 

9,880 

※１□7,340 

※２□2,490 

1,891 739 484 535 

最低（円） 

5,250 

※１□5,400 

※２□1,713 

270 216 153 159 

月別 平成17年12月 平成18年１月 平成18年２月 平成18年３月 平成18年４月 平成18年５月 

最高（円） 507 535 450 472 500 504 

最低（円） 394 380 310 355 445 414 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（百株） 

代表取締役会

長 
CEO 小林 忠嗣 昭和22年11月３日生

昭和55年８月 株式会社日本エル・シー・エー代表

取締役社長就任 

昭和61年３月 当社設立代表取締役社長就任 

平成元年８月 株式会社日本エル・シー・エー代表

取締役会長就任 

平成５年８月 同社取締役会長就任 

平成13年６月 当社代表取締役会長就任 

平成14年12月 当社代表取締役会長退任 

平成15年８月 当社取締役最高顧問就任 

平成16年１月 当社代表取締役会長就任（現任） 

49,453 

代表取締役社

長執行役 

CFO兼管理本

部長兼ネット

ワーク事業本

部長 

松本 信彦 昭和40年５月20日生

平成４年５月 当社入社  

平成６年８月 当社取締役 ビジネスリンク事業部

部長就任 

平成６年９月  当社取締役 金融市場開発本部西

日本事業部長 

平成10年５月 当社取締役 事業開発本部副本部長

ＢＬＤ事業部長 

平成11年６月 当社取締役 営業推進本部副本部長 

平成13年６月 当社常務取締役 経営企画本部長就

任 

平成15年７月 当社代表取締役社長就任 

平成17年６月 当社代表取締役社長兼管理本部長就

任 

平成18年６月 当社代表取締役社長兼管理本部長兼

ネットワーク事業本部長就任(現

任） 

788 

代表取締役副

社長執行役 

COO兼新事業

統括本部長 
増本 岳 昭和39年６月16日生

平成元年６月 当社入社 

平成９年８月 当社取締役 ネットワーク事業本部指導

部長兼推進部長就任 

平成11年６月 当社取締役 営業推進本部副本部長 

平成13年６月 当社常務取締役ＳＶ本部長就任 

平成14年12月 当社専務取締役ＳＶ本部長就任 

平成15年７月 当社代表取締役副社長就任 

平成17年８月 当社代表取締役副社長兼COO兼新事業統括

本部長就任(現任） 

675 

取締役   石垣 圭史 昭和46年４月３日生

平成７年４月 株式会社ニッシン入社 

平成14年６月 同社取締役就任 

平成16年８月 当社取締役新事業統括本部副本部長 

就任 

平成16年12月 

  

平成17年７月 

当社取締役ネットワーク開発本部副本部

長兼金融商品開発部長 

株式会社ニッシン取締役兼執行役員営業

統括本部長付部長 

平成17年８月 当社取締役執行役ネットワーク事業本部

副本部長兼金融商品開発部長就任 

平成18年６月 株式会社ニッシン取締役兼執行役員営業

本部副本部長兼営業部門長（現任） 

平成18年６月 当社取締役就任（現任） 

680 

 



（注）１． 取締役池満淵、藤尾正弘及び稲吉正樹は、会社法第2条第15号に定める社外取締役であります。 

   ２.  監査役岸村義基、檜垣均及び佐藤誠治は、会社法第2条第16号に定める社外監査役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（百株） 

取締役   池満 淵  昭和18年７月８日生 

昭和41年４月 日本銀行入行   

昭和63年12月 株式会社熊本相互銀行（現株式会社

熊本ファミリー銀行）入行   

平成10年６月 株式会社熊本ファミリー銀行代表取

締役頭取就任 

平成16年６月 同行代表取締役頭取退任   

平成16年10月 当社顧問就任 

平成17年８月 当社取締役就任（現任） 

－ 

取締役   藤尾 正弘   昭和30年３月３日生

昭和61年６月 株式会社フジセイ・コーポレーショ

ン設立（平成17年1月株式会社フジオ

フードシステムに吸収合併）代表取

締役就任   

平成11年11月 株式会社フジオフードシステム代表

取締役社長就任（現任）   

平成17年８月 当社取締役就任（現任） 

15 

取締役   稲吉 正樹  昭和44年７月３日生 

平成８年１月 有限会社がんばる学園設立 

代表取締役社長  

平成10年６月 株式会社がんばる学園（現 株式会

社ジー・コミュニケーション）へ組

織変更 同社代表取締役社長 

平成16年７月 同社代表取締役会長就任 （現任）  

平成17年８月 当社取締役就任（現任） 

－ 

常勤監査役   深井 喜一郎 昭和31年７月26日生 

昭和55年４月 京セラ株式会社入社 

昭和61年10月 同社退社 

昭和62年７月 当社入社 

平成10年６月 内部監査室課長 

平成10年８月 当社常勤監査役就任（現任） 

893 

監査役   岸村 義基 昭和19年８月25日生 

昭和43年４月 株式会社三井工作所（現株式会社三

井ハイテック）入社 

昭和55年５月 三洋信販株式会社入社 

昭和57年２月 同社取締役就任 

平成４年６月 同社専務取締役就任 

平成13年２月 株式会社ニッシン入社 顧問 

平成15年６月 同社常勤監査役就任（現任） 

平成16年８月 当社監査役就任（現任） 

24 

監査役   檜垣 均 昭和34年12月14日生 

昭和58年11月 株式会社ニッシン入社 

平成６年６月 同社取締役総務部長就任 

平成12年６月 同社常務取締役総合企画部長就任 

平成16年７月 同社常務取締役管理本部長兼経営企

画部長 

平成16年８月 

平成17年７月 

当社監査役就任（現任） 

株式会社ニッシン専務取締役兼執行

役員就任（現任） 

－ 

監査役   渋谷 亮 昭和20年７月20日生 

昭和44年４月 株式会社新潟鐵工所入社 

平成２年４月 同社エンジニアリング事業部管理部課長 

平成14年10月 株式会社クリエイティブ・リンク入社 

平成15年３月 当社入社 

平成16年８月 当社監査役就任（現任） 

－ 

監査役   佐藤 誠治   昭和33年８月27日生

昭和60年４月 弁護士登録 

平成３年４月 司法研修所刑事弁護教官室付 

平成13年８月 東京桜田法律事務所（現東京法律会

計事務所）で設立 

平成17年８月 当社監査役就任（現任） 

－ 

        計 52,528



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

＜基本的な考え方＞ 

 当社は、価値ある事業機会を創り出すネットワークを構築・運営するとともに、社会により良い製品、充実し

たサービスを、より安価に提供できる企業作りを目的として会社運営を行っております。 

 その実現に向けて、当社の企業経営が透明性と適法性を持って行われ、維持されていくために、監督機能を発

揮できる経営システムのあり方を常に検討しております。併せて経営環境の変化に対応し、意思決定が効果的、

かつ適切に行われる仕組みと組織体制作りを進めております。それにより、会社経営に必要な施策が速やかに実

行に移される状態を目指しております。 

 この基本方針に基づいた経営システムを維持・運営することで、ステークホルダー（お客様、株主様、お取引

先様、社員、社会）に対して、さらなる価値の創造と還元を目指してまいります。 

   

 ＜施策の実施状況＞ 

（1） 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等  

 ①会社の機関の基本説明 

  当社は、外部から広範な意見を取り入れることを目的として社外取締役３名を選任し、合計７名で取締役会

を構成しております。定例取締役会は、意思決定を迅速に経営に反映させることができるよう月に２回開催

し、このほかにも必要に応じて臨時取締役会を開催しております。 

  また当事業年度末現在、取締役７名のうち執行役を兼務する取締役３名を含め、執行役を15名選任しており

ます。執行役制度を採用することで、経営機能と業務執行機能の分離を進め、経営の透明性を高めることを目

指しております。 

  監査役会については、当事業年度より社外監査役３名を含んだ５名体制へと増員し、監査体制、監査機能の

強化を図っております。社外取締役・社外監査役の増員により独立した立場からの視点を監査役会・取締役会

に反映させ、適切な経営体制のあり方を継続して検討してまいります。 

  ②当社の機関及び内部統制の図表 

③会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

 当社では、経営活動が社内規程・法令等に準拠して適正に行われていることを定期的に監査するために内部

監査室を設置し、毎月代表取締役社長へ監査報告を実施する内部監査体制を整えております。上述の監査役監

査および会計監査人による会計監査に加え、当該内部監査による監査体制は、相互に連携を図りながら、より

効果的かつ効率的な監査をめざしております。 

 さらに平成13年に取得したＩＳＯ9001の継続審査の一環として、毎年全事業部門から合計15名の内部監査ス

タッフを募り、プロジェクトとして内部監査を実施しております。 

 その他に、平成15年１月より、企業活動における適法性、倫理性、社会性を確保するために、コンプライア



ンス委員会を設置し、法令遵守と倫理に基づく行動を徹底するために、法令遵守ハンドブックを作成し、社内

へ教育啓蒙を行っております。 

 ④会計監査の状況 

 当社の会計監査業務を実施した公認会計士は、三優監査法人の代表社員・業務執行社員の髙瀬敬介氏、業務執

行社員瀬尾佳之氏であり、会計監査業務に係る補助者は、公認会計士４名、会計士補７名、その他１名でありま

す。 

  

⑤社外取締役及び社外監査役との関係  

 当社の社外取締役である、池満淵氏は、当社提携先金融機関である株式会社熊本ファミリー銀行前代表取締

役頭取であります。同じく藤尾正弘氏は、当社提携先ＦＣ本部である株式会社フジオフードシステムの代表取

締役社長であり、稲吉正樹氏は、株式会社ジー・コミュニケーションの代表取締役会長であります。（なお、

同社は当社提携先であるＩＴＴＯ個別指導学院のＦＣ本部である株式会社ジー・エデュケーションの親会社で

あります。）  

  社外監査役である檜垣均氏ならびに岸村義基氏がそれぞれ取締役、監査役に就任している株式会社ニッシン

は、当社の大株主NISリース株式会社の親会社であり、また社外監査役である佐藤誠治氏は弁護士であります。 

（2）役員報酬の内容 

   当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は次のとおりであります。 

    取締役に支払った報酬の額    86,000千円 (うち社外取締役 ３名 18,333千円） 

    監査役に支払った報酬の額    20,000千円（うち社外監査役 ３名  4,540千円） 

 （注）使用人兼取締役に対する使用人給与相当額については支給をしておりません。 

  

（3）監査報酬の内容 

当社の三優監査法人への公認会計士法(昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬の

内容は次のとおりであります。 

イ．当社及び連結子会社が支払うべき報酬等の合計額               33,000千円 

ロ．上記イ．の合計額のうち、公認会計士法第２条第１項の業務（監査業務の対価として支払うべき報酬等

の合計額                                     33,000千円  

ハ．上記ロ．の合計額のうち、当社が支払うべき会計監査人としての報酬等の額   33,000千円  

（注）当社は、三優監査法人との契約において、旧商法特例法上の会計監査人の監査に対する報酬等の額と証券取引

法上の監査に対する報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、これらの合計額を

記載しております。 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

  前連結会計年度（平成16年６月１日から平成17年５月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当連

結会計年度（平成17年６月１日から平成18年５月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成してお

ります。 

    ただし、前連結会計年度（自平成16年６月１日 至平成17年５月31日）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただ

し書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 前事業年度（平成16年６月１日から平成17年５月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年度

（平成17年６月１日から平成18年５月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

    ただし、前事業年度（自平成16年６月１日 至平成17年５月31日）については、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書

きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（自平成16年６月１日 至平成17年５月31日）

及び前事業年度（自平成16年６月１日 至平成17年５月31日）の連結財務諸表及び財務諸表について、優成監査法人

及び三優監査法人により監査を受け、当連結会計年度（自平成17年６月１日 至平成18年５月31日）及び当事業年度

（自平成17年６月１日 至平成18年５月31日）の連結財務諸表及び財務諸表について、三優監査法人により監査を受

けております。 

 なお、当社の会計監査人は次のとおり交代しております。 

  前連結会計年度及び前事業年度  優成監査法人及び三優監査法人 

  当連結会計年度及び当事業年度  三優監査法人 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度 

（平成17年５月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金 ※2,4  4,698,495   5,956,245  

２．受取手形及び売掛金    1,189,995   1,282,625  

３．営業投資有価証券 ※４  955,391   759,711  

４．営業貸付金  ※４  594,391   341,284  

５．たな卸資産   44,035   165,501  

６．前払費用   260,999   295,121  

７．短期貸付金   94,571   32,089  

８．未収入金    531,468   575,923  

９．その他    150,051   216,539  

貸倒引当金   △912,869   △618,548  

流動資産合計   7,606,531 52.2  9,006,495 58.1 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産         

(1）建物及び構築物   873,385   923,667   

減価償却累計額  366,453 506,931  403,672 519,994  

(2）機械装置及び運搬具  96,221   99,184   

減価償却累計額  74,228 21,992  79,527 19,657  

(3）工具器具備品  2,898,821   2,802,298   

減価償却累計額  2,132,099 766,722  2,307,564 494,733  

(4）土地    20,799   6,564  

(5）建設仮勘定    2,467   47,704  

有形固定資産合計   1,318,913 9.1  1,088,654 7.0 

 



  
前連結会計年度 

（平成17年５月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

２．無形固定資産        

(1）ソフトウェア   938,220   725,999  

(2）電話加入権   23,360   16,686  

無形固定資産合計   961,581 6.6  742,685 4.8 

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券 ※１  2,254,861   2,401,211  

(2）出資金   216   246  

(3）長期貸付金   247,174   355,377  

(4）破産更生債権等   1,501,322   1,288,302  

(5）長期前払費用   243,696   235,130  

(6）敷金・保証金   1,751,488   1,534,309  

(7）その他   305,018   377,517  

貸倒引当金   △1,619,713   △1,524,125  

投資その他の資産合計   4,684,063 32.1  4,667,969 30.1 

固定資産合計   6,964,558 47.8  6,499,309 41.9 

Ⅲ 繰延資産        

１．社債発行差金   36   －  

繰延資産合計   36 0.0   －  － 

資産合計   14,571,126 100.0  15,505,805 100.0 

        
 



  
前連結会計年度 

（平成17年５月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形及び買掛金    485,819   689,777  

２．１年内償還予定社債    15,000    －  

３．未払金    621,550   743,975  

４．未払費用   521,603   550,445  

５．未払法人税等   149,591   110,513  

６．未払消費税等   7,011   105,989  

７．繰延税金負債   496   2,692  

８．前受金   1,811,300   1,690,968  

９．事業構造改革引当金   2,341    －  

10．事業再構築引当金   982,813   396,371  

11．事業所退去損失引当金   65,779   11,200  

12．その他   347,986   474,302  

流動負債合計   5,011,293 34.4  4,776,234 30.8 

Ⅱ 固定負債        

１．繰延税金負債   －   199,024  

２．退職給付引当金   94,437   115,176  

３．債務保証損失引当金   113,328   48,950  

４．長期未払金   30,079   15,265  

５．長期預り金 ※４  161,133   147,064  

６．その他   394,844   469,972  

固定負債合計   793,823 5.4  995,454 6.4 

負債合計   5,805,117 39.8  5,771,688 37.2 

（少数株主持分）            

少数株主持分   － －  － － 

 



  
前連結会計年度 

（平成17年５月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※５  13,222,124 90.7  － － 

Ⅱ 資本剰余金   12,825,504 88.0  － － 

Ⅲ 利益剰余金   △16,607,733 △114.0  － － 

Ⅳ その他有価証券評価 
差額金 

  △39,781 △0.2  － － 

Ⅴ 為替換算調整勘定   △8,228 △0.0  － － 

Ⅵ 自己株式 ※６  △625,875 △4.3  － － 

資本合計   8,766,009 60.2  － － 

負債、少数株主持分及び
資本合計 

  14,571,126 100.0  － － 

        

（純資産の部）        

Ⅰ 株主資本             

 １．資本金     －    13,222,124   

 ２．資本剰余金     －    12,825,504   

 ３．利益剰余金     －    △15,992,384   

 ４．自己株式     －    △626,096   

株主資本合計    －  －  9,429,147 60.8 

Ⅱ 評価・換算差額等             

 １．その他有価証券評価差 
   額金 

    －    294,009   

 ２．為替換算調整勘定     －    10,659   

評価・換算差額等合計    －  －  304,668 2.0 

Ⅲ 新株予約権     －  －  300 0.0 

Ⅳ 少数株主持分     －  －  － － 

純資産合計    －  －  9,734,116 62.8 

負債及び純資産合計    －  －  15,505,805 100.0 

             



②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   15,865,972 100.0  14,770,645 100.0 

Ⅱ 売上原価   6,307,429 39.8  4,121,844 27.9 

売上総利益   9,558,542 60.2  10,648,801 72.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  11,532,849 72.6  10,142,063 68.7 

営業利益又は損失（△)   △1,974,307 △12.4  506,738 3.4 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  10,560   11,938   

２．受取配当金  9,099   5,238   

３．投資有価証券売却益  1,145,517   392,378   

４．退会者会費収入  4,023   1,877   

５．賃貸収入  154,995   136,573   

６．その他  117,962 1,442,157 9.0 85,303 633,309 4.3 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  32,865   645   

２．投資有価証券売却損   －   170,869   

３．新株発行費  61,723    －   

４．資金調達費用  50,000    －   

５．為替差損  63   4,914   

６．出資組合損失  29,260    －   

７．持分法による投資損失  151,545   141,220   

８．賃貸収入原価  155,758   134,061   

９．貸倒引当金繰入額  53,642    －   

10．その他  23,064 557,924 3.5 13,972 465,683 3.1 

経常利益又は損失（△)   △1,090,074 △6.9  674,363 4.6 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅵ 特別利益        

１．固定資産売却益 ※２ 122   1,089   

２．投資有価証券売却益  707,851   30,610   

３．持分変動によるみなし
売却益 

 590,566   16,783   

４．貸倒引当金戻入益  116,789   86,784   

５．事業再構築引当金戻入
益 

  －   125,865   

６．債務保証損失引当金戻
入益 

 25,403    －   

７．解約金収入   －   181,700   

８．その他  15,658 1,456,392 9.2 22,386 465,220 3.1 

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産売却損 ※３ 187,486   144   

２．固定資産除却損 ※４ 295,307   84,176   

３．投資有価証券評価損  19,544   18,199   

４．リース資産評価損  44,010    －   

５．たな卸資産評価損  73,713    －   

６．事業再構築損失   1,161,777   110,390   

７．事業再構築引当金繰入
額 

※５ 631,385    －   

８．事業所退去損失引当金
繰入額 

※６ 65,779   11,200   

９．債務保証損失    －   19,874   

10．債務保証損失引当金繰
入額 

   －   26,752   

11．減損損失 ※７   －   118,733   

12．その他  315,809 2,794,814 17.6 67,904 457,375 3.1 

税金等調整前当期純利
益又は純損失（△) 

  △2,428,495 △15.3  682,208 4.6 

法人税、住民税及び事
業税 

   122,526 0.8   66,859 0.4 

少数株主利益   14,784 0.1   －  － 

当期純利益又は純損失
（△) 

  △2,565,806 △16.2  615,349 4.2 

        



③【連結剰余金計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

（資本剰余金の部）    

Ⅰ 資本剰余金期首残高   7,415,445 

Ⅱ 資本剰余金増加高    

 増資による新株式の発行  5,411,314 5,411,314 

Ⅲ 資本剰余金減少高      

自己株式処分差損充当額  1,254 1,254 

Ⅳ 資本剰余金期末残高   12,825,504 

    

（利益剰余金の部）    

Ⅰ 利益剰余金期首残高   △13,315,237 

Ⅱ 利益剰余金増加高    

１．連結子会社減少による
剰余金増加高 

 87,341  

２．持分法適用会社増加に
よる剰余金増加高 

 113,799  

３．持分法適用会社の減少
による剰余金増加高 

 6,744 207,885 

Ⅲ 利益剰余金減少高    

１．連結子会社減少による
剰余金減少高 

 228,042  

２．自己株式処分差損  706,532  

３．当期純損失  2,565,806 3,500,381 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   △16,607,733 

    



④【連結株主資本等変動計算書】 

  

 当連結会計年度（自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日）  

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成17年５月31日  
残高（千円） 

13,222,124 12,825,504 △16,607,733 △625,875 8,814,019 

連結会計年度中の変動
額 

     

当期純利益   615,349   615,349 

自己株式の取得   △221 △221 

連結会計年度中の変動
額合計（千円） 

  615,349 △221 615,128 

平成18年５月31日  
残高（千円） 

13,222,124 12,825,504 △15,992,384 △626,096 9,429,147 

 
評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 その他有価証 
券評価差額金 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

平成17年５月31日  
残高（千円） 

△39,781 △8,228 △48,010 300 8,766,309

連結会計年度中の変動
額 

     

当期純利益     615,349

自己株式の取得     △221

株主資本以外の項目
の連結会計年度中の
変動額 
(純額) 

333,791 18,887 352,679 － 352,679

連結会計年度中の変動
額合計（千円） 

333,791 18,887 352,679 － 967,807

平成18年５月31日  
残高（千円） 

294,009 10,659 304,668 300 9,734,116



⑤【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益又は純損
失（△） 

 △2,428,495 682,208 

減価償却費  1,017,766 786,303 

長期前払費用の償却額  150,568 93,439 

貸倒引当金の増減額（減少：△）  296,669 △390,172 

退職給付引当金の増加額  154,422 20,738 

事業再構築引当金の増減額（減
少：△） 

 91,328 △586,442 

連結調整勘定償却額  4,932  － 

受取利息及び受取配当金  △19,659 △17,176 

支払利息  32,865 645 

新株発行費  61,723  － 

持分法による投資損益  151,545 141,220 

固定資産売却益  △122 △1,089 

固定資産売却損  187,486 144 

固定資産除却損  295,307 84,176 

投資有価証券売却損益  △1,853,369 △252,119 

持分変動によるみなし売却益   △590,566 △16,783 

投資有価証券評価損  19,544 18,199 

減損損失   － 118,733 

売上債権の増減額（増加：△）  26,780 △91,299 

たな卸資産の増減額（増加：△）  64,167 △121,219 

仕入債務の増加額  194,522 203,390 

前受金の増減額（減少：△）  678,577 △120,347 

その他営業負債の増減額（減少：
△） 

 △158,814 463,084 

債務保証損失引当金の増減額（減
少：△） 

 27,601 △64,377 

長期預り金の減少額  △675,822 △14,068 

営業投資有価証券の減少額  730,913 97,818 

営業出資金の減少額  735,736 97,861 

営業貸付金の減少額  358,494 253,107 

その他  △185,908 △49,346 

小計  △631,803 1,336,628 

利息及び配当金の受取額  20,871 19,959 

利息の支払額  △28,660 △551 

法人税等の支払額  △89,697 △108,031 

営業活動によるキャッシュ・フロー  △729,290 1,248,005 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出  △47,971 0 

定期預金の払戻による収入  45,790 84,908 

有形無形固定資産の取得による支出  △1,020,031 △780,270 

有形無形固定資産の売却による収入  47,209 131,965 

投資有価証券の取得による支出  △221,340 △476,600 

投資有価証券の売却による収入  2,201,167 892,273 

連結子会社株式の追加取得による支出  △160,000  － 

連結範囲の変更を伴う子会社株式
売却による支出 

 △36,726  － 

連結範囲の変更を伴う子会社株式
売却による収入 

 352,466  － 

出資金の払戻による収入  126,804 124,041 

貸付による支出  △268,258 △124,679 

貸付金の回収による収入  167,058 218,436 

長期前払費用にかかる支出  △140,980 △145,317 

敷金・保証金にかかる収入  262,347 217,628 

その他  △342,064 △41,712 

投資活動によるキャッシュ・フロー  965,469 100,672 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

少数株主による株式払込収入  177,150  － 

短期借入金の返済による支出  △1,912,516  － 

短期借入金による収入  70,000  － 

長期借入金の返済による支出  △519,751  － 

長期借入金による収入  200,000  － 

社債の償還による支出  △5,894,370 △15,000 

株式の発行による収入  10,763,928  － 

自己株式の取得による支出  △149 △221 

自己株式の売却による収入  198,559  － 

配当金の支払額  △1,108 △628 

財務活動によるキャッシュ・フロー  3,081,743 △15,849 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  439 9,828 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額  3,318,362 1,342,657 

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高  1,307,131 4,587,311 

Ⅶ 連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額  △38,181 － 

Ⅷ 現金及び現金同等物期末残高 ※１ 4,587,311 5,929,968 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前連結会計年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項 

連結子会社は、リンク・インベストメント株式会

社、VENTURE LINK INTERNATIONAL,INC．、株式会社

エフ・リンク、北洋インベストメント株式会社、株

式会社シー・シー・ピー、株式会社ブイエルリー

ス、株式会社リンク・リスクマネージメント、株式

会社ＦＣエデュケーション、株式会社三代目茂蔵、

株式会社ＣＯＣプラス、株式会社カーブスジャパン

及び台灣威凌克 新業創造股份有限公司の12社であり

ます。 

このうち、株式会社三代目茂蔵、株式会社ＣＯＣプ

ラス、株式会社カーブスジャパン及び台灣威凌克 新

業創造股份有限公司は新規設立により、当連結会計

年度より連結の範囲に加えております。 

子会社のうち、休業状態にあるPACIFIC HUNDRED LIN

K,INC.は、総資産、売上高、当期純損益及び利益剰

余金等がいずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼ

していないため連結の範囲に含めておりません。 

前連結会計年度において連結の範囲に含めておりま

した株式会社アイ・リンク及び株式会社キャッツに

ついては株式の全部を売却したため、また、リン

ク・ジェノミクス株式会社については第三者割当増

資の実施により、ユニバーサルソリューションシス

テムズ株式会社（旧社名株式会社ベンチャー・リン

クコミュニケーションズ）は所有株式の一部を売却

したことにより持分比率が低下したため連結の範囲

から除外しております。 

なお、連結子会社が管理・運営する投資事業組合等

に対する出資のうち、連結会社の持分割合が過半数

を超える投資事業組合等が１ファンド有りますが、

投資事業組合等の資産・負債・収益・費用は持分に

応じて各出資者に帰属するため、投資事業組合等は

子会社として扱っておりません。 

連結子会社は、リンク・インベストメント株式会

社、VENTURE LINK INTERNATIONAL,INC．、株式会社

エフ・リンク、北洋インベストメント株式会社、株

式会社リンク・イノベーション（旧株式会社シー・

シー・ピー）、株式会社ブイエルリース、株式会社

ＶＬフィナンシャル・パートナーズ（旧株式会社リ

ンク・リスクマネージメント）、株式会社ＦＣエデ

ュケーション、株式会社三代目茂蔵、株式会社ＣＯ

Ｃプラス、株式会社カーブスジャパン、台灣威凌

克 新業創造股份有限公司、株式会社ＶＬファイア、

株式会社Ｍ＆Ａオークション、威凌克餐飲（深圳）

有限公司及び株式会社ＶＬeの16社であります。 

このうち、株式会社ＶＬファイア、株式会社Ｍ＆Ａ

オークション、威凌克餐飲（深圳）有限公司及び株

式会社ＶＬeは新規設立により、当連結会計年度より

連結の範囲に加えております。 

子会社のうち、休業状態にあるPACIFIC HUNDRED LIN

K,INC.は、総資産、売上高、当期純損益及び利益剰

余金等がいずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼ

していないため連結の範囲に含めておりません。 

また、連結子会社が管理・運営する投資事業組合等

に対する出資のうち、連結会社の持分割合が過半数

を超える投資事業組合等が１ファンド有りますが、

投資事業組合等の資産・負債・収益・費用は持分に

応じて各出資者に帰属するため、投資事業組合等は

子会社として扱っておりません。 

  

 



前連結会計年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 

（１）関連会社は、株式会社リビング・ポーズ、Anny Gr

oup株式会社、株式会社エフアンドエフフードサー

ビス、株式会社エー・ダブリュー・リンク、大陸

貿易開発株式会社、リンク・ジェノミクス株式会

社及びユニバーサルソリューションシステムズ株

式会社の７社であり、全て持分法を適用しており

ます。 

前連結会計年度において連結子会社としておりま

したリンク・ジェノミクス株式会社は、当連結会

計年度期首において第三者割当増資が実施された

ことにより、関連会社に該当することとなったた

め、持分法を適用しております。 

前連結会計年度において連結子会社としておりま

したユニバーサルソリューションシステムズ株式

会社は、所有株式の一部を売却したことにより関

連会社となったため、持分法を適用しておりま

す。 

前連結会計年度において持分法を適用しておりま

した株式会社プライム・リンクについては、同社

株式の全部を売却したことにより、アット・スピ

ード株式会社は、ユニバーサルソリューションシ

ステムズ株式会社の関連会社でありましたが、同

社が連結子会社から関連会社になったことにより

当連結会計年度においては持分法の適用範囲から

除外しております。 

（１）関連会社は、株式会社リビング・ポーズ、株式会

社エー・ダブリュー・リンク、大陸貿易開発株式

会社、リンク・ジェノミクス株式会社及びユニバ

ーサルソリューションシステムズ株式会社の５社

であり、全て持分法を適用しております。 

前連結会計年度において持分法を適用しておりま

したAnny Group株式会社および株式会社エフアン

ドエフフードサービスについては、同社株式の全

部を売却したことにより、当連結会計年度におい

ては持分法適用範囲から除外しています。 

  

  

（２）非連結子会社PACIFIC HUNDRED LINK,INC.について

は連結純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽

微であり、かつ全体としても重要性がないため当

該会社に対する投資勘定については、持分法を適

用しておりません。 

（２）非連結子会社PACIFIC HUNDRED LINK,INC.について

は連結純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽

微であり、かつ全体としても重要性がないため当

該会社に対する投資勘定については、持分法を適

用しておりません。 

（３）富士精密株式会社及びアルファシステム株式会社

については、当該会社の議決権の100分の20以上、

100分の50以下を自己の計算において所有しており

ますが、上記２社についてはその所有目的は当社

グループの主たる営業目的である中堅・中小企業

の支援のためであり、営業・人事・資金その他の

取引を通じて投資先会社を傘下に入れることを目

的とするものではないため、関連会社とはしてお

りません。 

なお、連結会社が管理・運営する投資事業組合等

に対する出資のうち、連結会社の持分割合が100分

の20以上、100分の50以下である投資事業組合等が

３ファンドありますが、投資事業組合等の資産・

負債・収益・費用は持分割合に応じて各出資者に

帰属するため、投資事業組合等は関連会社として

取り扱っておりません。 

（３）アルファシステム株式会社については、当該会社

の議決権の100分の20以上、100分の50以下を自己

の計算において所有しておりますが、その所有目

的は当社グループの主たる営業目的である中堅・

中小企業の支援のためであり、営業・人事・資金

その他の取引を通じて影響力を及ぼすものではな

いため、関連会社とはしておりません。また、富

士精密株式会社の全株式は売却しております。 

なお、連結子会社が管理・運営する投資事業組合

等に対する出資のうち、連結会社の持分割合が100

分の20以上、100分の50以下である投資事業組合等

が３ファンドありますが、投資事業組合等の資

産・負債・収益・費用は持分割合に応じて各出資

者に帰属するため、投資事業組合等は関連会社と

して取り扱っておりません。 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 ３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、VENTURE LINK INTERNATIONAL,IN

C.及び台灣威凌克 新業創造股份有限公司の決算日は

３月31日であります。 

連結財務諸表の作成にあたり、上記各社については

３月31日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との

間に生じた重要な取引については連結上必要な調整

を行っております。 

なお、北洋インベストメント株式会社及び株式会社

リンク・リスクマネージメントは当連結会計年度よ

り決算日を３月31日から５月31日に変更しておりま

す。 

連結子会社のうち、VENTURE LINK INTERNATIONAL,IN

C.及び台灣威凌克 新業創造股份有限公司の決算日は

３月31日、威凌克餐飲（深圳）有限公司の決算日は 

12月31日であり、その他はすべて連結決算日であり

ます。 

連結財務諸表の作成にあたり、

VENTURE LINK INTERNATIONAL.INC.及び台灣威凌

克 新業創造股份有限公司については３月31日現在の

財務諸表を使用し、又、威凌克餐飲（深圳）有限公

司については３月31日現在で実施した仮決算に基づ

く財務諸表を使用しております。なお、連結決算日

との間に生じた重要な取引については連結上必要な

調整を行っております。 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券（営業投資有価証券を含む） 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定） 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券（営業投資有価証券を含む） 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

②たな卸資産 ②たな卸資産 

主として総平均法による原価法                   同左 

③デリバティブ 

時価法 

                 ――――― 

  

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

主として定率法 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物及び構築物        ２～47年 

機械装置及び運搬具      ２～９年 

工具器具備品         ２～20年 

なお、リース資産については、リース期間を償却

年数とし、残存価額をゼロとする定額法によって

おります。 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

                  同左 

  

  

  

  

  

②無形固定資産 

定額法 

ソフトウェアについては社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法 

②無形固定資産 

同左 

③長期前払費用 

定額法 

③長期前払費用 

同左 

(3）重要な繰延資産の処理方法 

①新株発行費 

支出時に全額費用として計上しております。 

                   ――――― 

  

  

②社債発行差金 

社債の償還期間にわたり均等償却しております。 

  

  

 



前連結会計年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

(4）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 

    

②退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び年金資産の見込み額に基

づき、退職一時金制度の適用対象者については、退

職給付引当金として94,437千円計上し、適格退職年

金制度の適用対象者については、年金資産が退職給

付債務を超過しているため前払年金費用として

99,352千円を「投資その他の資産」の「その他」に

含めて表示しております。 

なお、数理計算上の差異については発生年度に費用

処理しております。 

②退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び年金資産の見込み額に基

づき、退職一時金制度の適用対象者については、退

職給付引当金として115,176千円計上し、適格退職

年金制度の適用対象者については、年金資産が退職

給付債務を超過しているため前払年金費用として

176,626千円を「投資その他の資産」の「その他」

に含めて表示しております。 

なお、数理計算上の差異については発生年度に費用

処理しております。 

   （会計処理の変更）  

    当連結会計年度より「「退職給付にかかる会計基 

 準」の一部改正」（企業会計基準第３号 平成17 

 年３月16日）及び「「退職給付にかかる会計基 

 準」の一部改正に関する適用指針」（企業会計基 

 準適用指針第７号 平成17年３月16日）を適用し 

 ております。これにより営業利益及び経常利益は 

 43,159千円増加し、税金等調整前当期純利益は 

 58,903千円増加しております。なお、セグメント 

 情報に与える影響は当該箇所に記載しておりま 

 す。 

③債務保証損失引当金 

債務保証に係る損失に備えるため、保証先の財政

状態等を個別に勘案し、損失負担見込額を計上し

ております。 

③債務保証損失引当金 

同左 

④事業構造改革引当金 

事業構造改革に伴い、今後発生が見込まれる費用

について、合理的に見積もられる金額を計上して

おります。 

         ──────  

  

⑤事業再構築引当金 

事業再構築に伴い、今後発生が見込まれる費用に

ついて、合理的に見積もられる金額を計上してお

ります。 

④事業再構築引当金 

同左  

⑥事業所退去損失引当金 

退去が決定している事業所の閉鎖に伴なって見込

まれる損失額を計上しております。 

⑤事業所退去損失引当金 

         同左  

 



前連結会計年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

(5）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

なお、在外子会社等の資産及び負債は、決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用

は直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

少数株主持分及び資本の部における為替換算調整

勘定に含めて計上しております。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

基準 

       外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場

  により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

  ております。なお、在外子会社等の資産及び負債 

  は、決算日又は仮決算日の直物為替相場により円貨

  に換算し、収益及び費用は決算日または仮決算日の

  直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資

   産の部における為替換算調整勘定に含めて計上して

  おります。 

(6）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(7）重要なヘッジ会計の方法 

ａ．ヘッジ会計の方法 

特例処理の要件を満たしている金利スワップ

取引について、特例処理を採用しておりま

す。 

  

        ──────  

  

ｂ．ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段：金利スワップ 

ヘッジ対象：借入金 

  

  

ｃ．ヘッジ方針 

当社規程に基づき、借入金に係る金利変動リ

スクをヘッジしております。 

  

  

ｄ．ヘッジ有効性の評価 

ヘッジ手段の想定元本等とヘッジ対象の元本

等が一致しており、金利スワップの特例処理

の要件に該当すると判定されるため、当該判

定をもって有効性の判定に代えております。 

  

(8）投資事業組合等への出資金に係る会計処理 

投資事業組合等への出資金に係る会計処理は、組

合の事業年度の財務諸表及び事業年度の中間会計

期間に係る中間財務諸表に基づいて、組合の収益

及び費用を連結会社の出資持分割合に応じて計上

しております。 

なお、連結会社が管理運営する組合が保有する時

価のある投資有価証券については、時価法を適用

しております。 

(6）投資事業組合等への出資金に係る会計処理 

同左 

(9）消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

(7）消費税等の会計処理 

同左 

                ──────  

  

(8）連結納税制度の適用  

    当連結会計年度から連結納税制度を適用しておりま

   す。 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面

時価評価法を採用しております。 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

同左 

６．連結調整勘定の償却に関する事項 

連結調整勘定の償却については、５年間の均等償却

を行っております。 

６．連結調整勘定の償却に関する事項 

同左 

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について

連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成

しております。 

７．        ────── 

  

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金

及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなって

おります。 

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

同左 



会計処理の変更 

前連結会計年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

 ＦＣ本部である子会社が加盟店から受領するＦＣ加盟

金及び提携先ＦＣ本部の加盟店募集代行によって受領

するＦＣ加盟店開発フィーの売上計上基準について

は、従来、加盟契約の締結及び加盟金の入金をもって

売上を計上する方法によっておりましたが、近年の景

気低迷の影響から加盟契約後出店に至らない加盟店の

出現に際し、加盟店保護の立場から、返金や加盟権買

取が発生したことを契機に、売上認識をより客観的・

保守的に行うため、当連結会計年度から、加盟店の出

店確定時に売上を計上する方法に変更いたしました。

この変更により、従来の方法によった場合と比較し

て、売上高が1,055,380千円、売上総利益が911,615千

円それぞれ減少し、営業損失、経常損失及び税金等調

整前当期純損失が911,615千円増加しております。な

お、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載

しております。 

１．当連結会計年度より「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））

及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。これにより税金等調整前当期純

利益は、118,733千円減少しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除しており

ます。 

２．当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成

17年12月9日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12月9日 企業会計基

準適用指針第８号）を適用しております。従来の資本

の部の合計に相当する金額は9,733,816千円でありま

す。なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会

計年度における連結貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の連結財務諸表規則により作成しておりま

す。  



表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

（連結貸借対照表） 

１．破産更生債権等は前連結会計年度において、投資

その他の資産の「その他」に含めて表示しており

ましたが、当連結会計年度末において、資産総額

の100分の５を超えたため区分掲記しております。 

なお、前連結会計年度末の投資その他の資産の

「その他」に含まれている破産更生債権等は、

347,233千円であります。 

２．「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16

年法律第97号）により、証券取引法第２条第２項

において、投資事業有限責任組合及びこれに類す

る組合への出資を有価証券とみなすこととされた

ことに伴い、前連結会計年度まで「営業出資金」

及び「出資金」に含めておりました投資事業組合

への出資金を、当連結会計年度より「営業投資有

価証券」及び「投資有価証券」に計上しておりま

す。この変更により、「営業投資有価証券」は

815,573千円、「投資有価証券」は299,743千円増

加し、「営業出資金」及び「出資金」はそれぞれ

同額減少しております。 

                     ――――― 

  

  

  

                 ――――― 

  

  

  

（連結損益計算書）  

前連結会計年度において特別損失に区分掲記しており

ました「たな卸資産評価損」（当連結会計年度1,708千

円）については、金額的重要性が乏しくなったため、

当連結会計年度より特別損失の「その他」に含めて表

示しております。 



追加情報 

前連結会計年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

  「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律 

  第9号）が平成15年3月31日に公布され、平成16年4月 

   1日以降に開始する事業年度より外形標準課税制度が 

   導入されたことに伴い、当連結会計年度から、「法人事

  業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表 

   示についての実務上の取扱い」(平成16年2月13日 企 

  業会計基準委員会 実務対応報告書第12号）に従い、 

  法人事業税の付加価値割及び資本割については、販売 

  費及び一般管理費に計上しております。 

   この結果、販売費及び一般管理費、営業損失、経常 

  損失及び税金等調整前当期純損失はそれぞれ73,643千  

  円増加しております。 

           ―――――    



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成17年５月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年５月31日） 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。  

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。  

※２ 担保提供資産 

㈱エフアンドエフフードサービスの金融機関から

の借入金に対し、定期預金84,908千円を担保とし

て差し入れております。 

投資有価証券（株式）       680,178千円

投資有価証券（その他） 1,120千円

※２         ―――――    

  

投資有価証券（株式）      915,454千円

   

３ 連結会社以外の会社の金融機関からの借入金等に

対し、債務保証を行っております。 

３ 連結会社以外の会社の金融機関からの借入金等に

対し、債務保証を行っております。 

ユニバーサルソリューショ

ンシステムズ㈱（旧㈱ベン

チャー・リンクコミュニケ

ーションズ） 

 

 

 

      456,202千円

アールエージー  13,500千円

㈱イシイプランニング   53,500千円

㈲エヌディーピー       5,268千円

㈱ホットスタイル       30,395千円

㈱晃耀堂       69,800千円

丸宮食品㈱       6,478千円

紀志商事㈱       6,586千円

㈱コバヤシホールディング       8,595千円

㈱ふらんす亭       43,595千円

計      693,923千円

ユニバーサルソリューショ

ンシステムズ㈱ 

 

        60,775千円

㈱イシイプランニング     40,300千円

㈲エヌディーピー         3,972千円

丸宮食品㈱    1,905千円

紀志商事㈱     2,822千円

㈱コバヤシホールディング         3,907千円

㈱エムズダイニング         41,880千円

計      155,563千円

上記以外に、一部の加盟店のリース債務（292件、

24,743千円）、仕入債務（483件、上限1,000,000

千円）及びクレジット債務（12件、15,033千円）

に対する債務保証を行っております。 

上記以外に、一部の加盟店のリース債務（290件、

22,692千円）及びクレジット債務（11件、10,625

千円）に対する債務保証を行っております。 

※４ 匿名組合の資産・負債残高 ※４ 匿名組合の資産・負債残高 

現金及び預金        33,145千円

営業投資有価証券        89,130千円

営業貸付金 34,500千円

長期預り金        161,133千円

現金及び預金        63,492千円

営業投資有価証券        77,994千円

営業貸付金       13,011千円

長期預り金        147,064千円

※５ 当社の発行済株式総数は、普通株式 127,911,823

株であります。 

※５        ――――― 

※６ 当社の保有する自己株式の数は普通株式 505,637

株であります。 

※６        ――――― 



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

貸倒引当金繰入額        333,472千円

給与手当 4,029,227千円

旅費交通費        712,141千円

地代家賃  1,133,052千円

減価償却費        366,337千円

リース料         253,892千円

給与手当      3,697,831千円

旅費交通費      710,305千円

地代家賃       887,769千円

減価償却費        391,824千円

リース料          83,040千円

    

※２ 固定資産売却益の主な内訳は次のとおりでありま

す。 

※２ 固定資産売却益の主な内訳は次のとおりでありま

す。 

工具器具備品       122千円 工具器具備品  1,089千円

※３ 固定資産売却損の主な内訳は次のとおりでありま  

す。 

  建物及び構築物      138,574千円 

  機械装置及び運搬具       97千円 

  工具器具備品        48,802千円 

  電話加入権           11千円 

※３ 固定資産売却損の主な内訳は次のとおりでありま  

す。 

 

 工具器具備品               144千円 

  

※４ 固定資産除却損の主な内訳は次のとおりでありま

す。 

  建物及び構築物      165,498千円 

  機械装置及び運搬具      547千円 

  工具器具備品        23,602千円 

  長期前払費用        50,308千円 

  原状回復費         44,857千円 

※４ 固定資産除却損の主な内訳は次のとおりでありま

す。 

 建物及び構築物           25,244千円 

 機械装置及び運搬具          134千円 

 工具器具備品            16,256千円 

 ソフトウェア          29,192千円 

 電話加入権            1,078千円 

 長期前払費用            12,269千円 

※５ 事業再構築引当金繰入額は、営業体制の再構築に

かかる費用及び子会社事業再構築費用を合理的に

見積もったものであります。 

※５        ―――――            

※６ 事業所退去損失引当金繰入額は、退去が決定して

いる事業所の閉鎖に伴なって発生すると見込まれ

る損失額であります。      

※６          同左        

 



     （変更事由の概要） 

       増加は単元未満株式の買取によるものです。 

   ３．新株予約権に関する事項 

       連結子会社が発行した新株予約権の連結会計年度末残高は、300千円であります。  

前連結会計年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

※７        ―――――   ※７ 減損損失 

当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産グループについて減損損失を計上いたしまし

た。 

  

   当社グループは、他の資産又は資産グループのキ

ャッシュ・フローから概ね独立したキャッシュ・

フローを生み出す最小単位で資産をグループ化

し、減損損失の認識を行っております。 

上記資産については、収益性の悪化又は市場価額

の著しい下落により、帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損失（118,733千円）

として特別損失に計上いたしました。 

なお、当資産グループの回収可能価額は使用価値

により測定しており、将来キャッシュ・フローを

資本コストである8.87％で割り引いて算定してお

ります。 

場所
  

用途 
  

種類 
  

減損損失 
（千円） 

埼玉県さいた
ま市等 

 直営店舗 
建物及び構築
物、工具器具
備品  

55,589 

東京都 
台東区等 

販売管理シ
ステム  

ソフトウェア
等  

42,568 

宮城県 
仙台市等  

賃貸用マン
ション  

建物及び構
築物、土地  

20,574 

 （連結株主資本等変動計算書関係） 

   当連結会計年度（自平成17年６月１日 至平成18年５月31日） 

   １．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 

株式の種類 
前連結会計年度末 

株式数  

当連結会計年度 

増加株式数 

当連結会計年度 

減少株式数 

当連結会計年度末 

株式数 

普通株式（株） 127,911,823  － － 127,911,823

   ２．自己株式の種類及び株式数に関する事項   

株式の種類 
前連結会計年度末 

株式数 

当連結会計年度 

増加株式数 

当連結会計年度 

減少株式数 

当連結会計年度末 

株式数 

普通株式（株） 505,637  650 － 506,287



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年５月31日現在） （平成18年５月31日現在） 

現金及び預金勘定  4,698,495千円

預け入れ期間が３ヶ月を超  

える定期性預金 △111,184千円

現金及び現金同等物  4,587,311千円

現金及び預金勘定  5,956,245千円

預け入れ期間が３ヶ月を超  

える定期性預金   △26,276千円

現金及び現金同等物  5,929,968千円

  ２ 株式の売却により連結子会社でなくなった会社の 

  資産及び負債の主な内容 

当連結会計年度に株式の売却により連結子会社で

なくなったユニバーサルソリューションシステム

ズ株式会社（旧株式会社ベンチャー・リンクコミ

ュニケーションズ）、株式会社アイ・リンク及び

株式会社キャッツの資産及び負債の主な内容は次

のとおりであります。 

            ────── 

        

流動資産  1,838,400千円

固定資産  1,325,894千円

繰延資産    403千円

資産合計  3,164,698千円

流動負債  1,714,133千円

固定負債    955,823千円

負債合計  2,669,957千円

  

  



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．借主側 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相 

   当額及び期末残高相当額 

１．借主側 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相 

   当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具器具備品 291,630 194,243 97,386 

機械装置及び
運搬具 

59,592 27,312 32,279 

 その他 54,884 48,558 6,326 

合計 406,106 270,114 135,992 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具器具備品 197,724 151,859 45,864 

機械装置及び
運搬具 

59,592 37,244 22,347 

 その他 30,293 29,198 1,094 

合計 287,609 218,303 69,306 

（２）未経過リース料期末残高相当額 （２）未経過リース料期末残高相当額等 

 未経過リース料期末残高相当額 

１年内       68,415千円

１年超       75,095千円

合計      143,511千円

１年内      48,906千円

１年超       25,794千円

合計       74,701千円

（３）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相 

 当額 

（３）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料      351,613千円

減価償却費相当額      322,816千円

支払利息相当額       22,713千円

支払リース料     73,111千円

減価償却費相当額      65,904千円

支払利息相当額        4,561千円

（４）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

（４）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

（５）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は利息法によっております。 

（５）利息相当額の算定方法 

同左 

  

  

 （減損損失について） 

    リース資産に配分された減損損失はありません。 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

 ２. 貸主側 

 （１）リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末 

    残高       

 ２. 貸主側 

 （１）リース物件の取得価額、減価償却累計額、減損損失

累計額及び期末残高       

 
取得価額 
（千円） 

減価償却累
計額 
（千円） 

期末残高 
（千円） 

工具器具備品 1,662,651 1,121,861 540,790 

ソフトウェア 7,185 6,845 339 

合計 1,669,837 1,128,706 541,130 

 
取得価額 
（千円） 

減価償却累
計額 
（千円） 

期末残高 
（千円） 

工具器具備品 1,507,169 1,311,279 195,889 

ソフトウェア 7,185 7,185 － 

合計 1,514,354 1,318,464 195,889 

（２）未経過リース料期末残高相当額 （２）未経過リース料期末残高相当額 

１年内   366,359千円

１年超      284,617千円

合計  650,976千円

１年内     181,764千円

１年超       64,976千円

合計     246,740千円

（３）受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 （３）受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 

受取リース料     368,032千円

減価償却費     347,597千円

受取利息相当額      71,241千円

受取リース料      342,881千円

減価償却費     278,336千円

受取利息相当額      36,902千円

（４）利息相当額の算定方法 

   利息相当額の各期への配分方法については、利息法に

   よっております。 

  

  

（４）利息相当額の算定方法 

同左 

  

  

 （減損損失について） 

     リース資産に配分された減損損失はありません。 



（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

その他有価証券で時価のある株式について前連結会計年度は19,544千円の減損処理を行いましたが、当連結会

計年度は減損処理を行っておりません。 

なお、減損処理にあたっては、当連結会計年度末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全

て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減

損処理を行っております。 

 種類 

前連結会計年度（平成17年５月31日） 当連結会計年度（平成18年５月31日） 

取得原価 
（千円） 

連結貸借対照
表計上額 
（千円） 

差額（千円） 
取得原価 
（千円） 

連結貸借対照
表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの 

投資有価証券に属する

もの 

      

            

株式 121,671 141,727 20,055 121,671 621,026 499,354 

小計 121,671 141,727 20,055 121,671 621,026 499,354 

合計 121,671 141,727 20,055 121,671 621,026 499,354 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの 

投資有価証券に属する

もの 
      

株式 456,033 391,118 △64,915 55,538 41,115 △14,423 

小計 456,033 391,118 △64,915 55,538 41,115 △14,423 

合計 456,033 391,118 △64,915 55,538 41,115 △14,423 

総計 577,705 532,845 △44,860 177,210 662,141 484,930 



２．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

次へ 

 前連結会計年度 
（自平成16年６月１日 
至平成17年５月31日） 

当連結会計年度 
（自平成17年６月１日 
至平成18年５月31日） 

売却額 
（千円） 

売却益の合
計額 
（千円） 

売却損の合
計額 
（千円） 

売却額 
（千円） 

売却益の合
計額 
（千円） 

売却損の合
計額 
（千円） 

営業投資有価証券に属するもの 1,220,082 840,182 － 89,162 1,024 － 

投資有価証券に属するもの 2,865,167 1,853,369 － 892,273 422,988 170,869 

種類 

前連結会計年度 
（平成17年５月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年５月31日） 

連結貸借対照表計上額（千円） 連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

(1）営業投資有価証券に属する

もの 
  

非上場株式 125,000 37,000 

非上場内国・外国債券 14,700 4,900 

その他 815,691 717,811 

(2）投資有価証券に属するもの   

非上場株式 1,422,102 601,404 

その他 299,913 222,210 

 

前連結会計年度（平成17年５月31日） 当連結会計年度（平成18年５月31日） 

１年以内 
（千円） 

１年超５年
以内 
（千円） 

５年超10年
以内 
（千円） 

10年超 
（千円） 

１年以内 
（千円） 

１年超５年
以内 
（千円） 

５年超10年
以内 
（千円） 

10年超 
（千円） 

１．債券         

(1）社債 10,000 5,000 － － 5,000 － － － 

２．その他 － － － － － － － － 

合計 10,000 5,000 － － 5,000 － － － 



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

２．取引の時価等に関する事項 

   該当事項はありません。 

前連結会計年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

(1）取引の内容 

当社では、金利キャップ取引及び金利スワップ取引

を利用しております。 

当社及び連結子会社は、デリバティブ取引を行っており 

ませんので、該当事項はありません。 

  

(2）取引に対する取組方針 

当社のデリバティブ取引は投機的な取引は行わない

方針であります。 

  

  

(3）取引の利用目的 

当社のデリバティブ取引は、借入金利等の将来の金

利市場における利率上昇による変動リスクを回避す

る目的で利用しております。なお、デリバティブ取

引のうち、ヘッジ会計の要件を満たすものについて

は、ヘッジ会計を適用しております。 

  

  

(イ）ヘッジ会計の方法 

金利スワップの特例処理の用件を満たす金利ス

ワップについて、特例処理によっております。 

 

(ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象  

ヘッジ手段  ヘッジ対象 

金利スワップ  借入金 

 

(ハ）ヘッジ方針 

当社規程に基づき、将来の金利市場における利

率上昇による変動リスクを回避する目的で行っ

ております。 

 

(ニ）ヘッジ有効性の評価方法 

ヘッジ手段の想定元本等とヘッジ対象の元本等

が一致しており、金利スワップの特例処理の要

件に該当すると判断されるため、当該判定をも

って有効性の判定に代えております。 

 

(4）取引に係るリスクの内容 

当社が利用している金利関連のデリバティブ取引

は、市場金利の変動に伴う潜在的なリスクを含んで

おります。 

  

  

(5）取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権

限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、資

金担当部門が決裁担当者の承認を得て行っておりま

す。 

  

  

(6）取引の時価等に関する事項についての補足説明 

 ────── 

  

  



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社及び一部連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けてお

 ります。 

 また、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない

 割増退職金を支払う場合があります。 

２．退職給付債務及びその内訳 

３．退職給付費用の内訳 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 
前連結会計年度 

（平成17年５月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年５月31日） 

(1）退職給付債務（千円） △208,663 △240,276 

(2）年金資産（千円） 213,578 301,726 

(3）未積立退職給付債務（千円）（1）＋（2） 4,914 61,449 

(4）会計基準変更時差異の未処理額（千円） － － 

(5）未認識数理計算上の差異（千円） － － 

(6）未認識過去勤務費用（債務の減額） 

（千円） 
－ － 

(7）連結貸借対照表計上額純額（千円） 

（3）＋（4）＋（5）＋（6） 
4,914 61,449 

(8）前払年金費用（千円） 99,352 176,626 

(9）退職給付引当金（千円）（7）－（8） △94,437 △115,176 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

退職給付費用   

(1）勤務費用（千円） 61,392 49,382 

(2）利息費用（千円） 5,091 5,208 

(3）期待運用収益（減算）（千円） △15,413 △10,899 

(4）数理計算上の差異の費用処理額（千円） 26,181 △57,924 

(5）退職給付費用合計（千円） 77,251 △14,232 

 
前連結会計年度 

（平成17年５月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年５月31日） 

(1）割引率（％） 2.5 2.5 

(2）期待運用収益率（％） 4.0 4.0 

(3）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

(4）過去勤務債務の処理年数 － － 

(5）数理計算上の差異の処理年数 発生年度に一括処理 同左 

(6）会計基準変更時差異の処理年数 発生年度に一括処理 同左 



   （ストックオプション等関係） 

当連結会計年度（自平成17年６月１日 至平成18年５月31日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

 （１）ストック・オプションの内容 

（注）株式数に換算して記載しております。 

 
第３回 

ストック・オプション 
（新株引受権方式） 

第１回新株予約権 第２回新株予約権 

付与対象者の区分及び数 
 当社取締役 ９名 

当社使用人 204名 

当社取締役 ６名 

当社使用人 695名 

 当社取締役 ７名 

当社監査役 ４名 

当社使用人 305名 

当社子会社取締役１名 

当社子会社使用人１名 

他社から当社への 

出向社員 ３名 

ストック・オプション数（注） 普通株式 1,160,100株 普通株式 2,500,000株 普通株式 2,498,800株 

付与日 平成13年10月３日  平成16年３月８日  平成17年２月21日  

権利確定条件 

付与日（平成13年10月

３日）以降、権利確定

日（平成15年８月29

日）まで継続して勤務

していること。 

付与日（平成16年３月

８日）以降、権利確定

日（平成18年６月１日

～平成22年８月27日）

まで継続して勤務して

いること。 

付与日（平成17年２月

21日）以降、権利確定

日（平成19年６月１日

～平成25年８月26日）

まで継続して勤務して

いること。 

対象勤務期間 

１年11ヶ月 

（自平成13年10月３日

至平成15年８月29日） 

２年３ヶ月～６年５ヶ

月 

（自平成16年３月８日

至平成22年８月27日） 

２年３ヶ月～８年６ヶ

月 

（自平成17年２月21日 

至平成25年８月26日） 

権利行使期間 
権利確定日後５年以

内。 

権利確定日後４年３ヶ

月以内。ただし、権利

確定後退職した場合

は、退職日まで行使

可。 

 権利確定日後６年３

ヶ月以内。ただし、権

利確定後退職した場合

は、退職日まで行使

可。 



 （２）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

        ①ストック・オプションの数                       （単位：株） 

  ②単価情報                               （単位：円） 

 
第３回 

ストック・オプション 
（新株引受権方式） 

第１回新株予約権  第２回新株予約権  

権利確定前       

前連結会計年度末 － 2,230,400 2,446,800 

付与  － － － 

失効  －  141,200  252,000 

権利確定  －  －  － 

未確定残  －  2,089,200 2,194,800 

権利確定後       

前連結会計年度末  992,100 －  － 

権利確定  －  －  － 

権利行使  －  －  － 

失効 －  －  － 

未行使残  992,100  －  － 

 
 第３回 

ストック・オプション 
（新株引受権方式） 

第１回新株予約権  第２回新株予約権  

権利行使価格  2,067 306  223 

行使時平均株価  －  －  － 

公正な評価単価（付与日）  －  －  － 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成17年５月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年５月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

① 流動資産  

（繰延税金資産） （千円）

事業再構築引当金損金不算入額 396,329

貸倒引当金繰入限度超過額 549,145

前受加盟金益金算入額 373,579

その他 621,883

繰延税金資産小計 1,940,938

評価性引当金 △1,940,938

繰延税金資産合計 －

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 496

繰延税金負債合計 496

繰延税金負債（流動）の純額 496

  

② 固定資産  

（繰延税金資産） （千円）

投資有価証券評価損否認額 123,084

貸倒引当金繰入限度超過額 380,750

繰延資産否認額 791,475

繰越欠損金 7,330,630

その他 144,098

繰延税金資産小計 8,770,039

評価性引当金 △8,770,039

繰延税金資産合計 －

 繰延税金負債（固定）の純額 －

   

繰延税金負債の純額 計 496

① 流動資産  

（繰延税金資産） （千円）

事業再構築引当金損金不算入額 161,283

未払賞与損金不算入額 161,299

貸倒引当金繰入限度超過額  277,067

前受加盟金益金算入額 138,011

その他 529,898

繰延税金資産小計 1,267,559

評価性引当金 △1,267,559

繰延税金資産合計 －

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 2,692

繰延税金負債合計 2,692

繰延税金負債（流動）の純額 2,692

  

② 固定資産  

（繰延税金資産） （千円）

投資有価証券評価損否認額 109,316

貸倒引当金繰入限度超過額 497,292

繰延資産否認額 515,040

繰越欠損金 6,959,281

その他 90,618

繰延税金資産小計 8,171,549

評価性引当金 △8,171,549

繰延税金資産合計 －

（繰延税金負債）  

   その他有価証券評価差額金 199,024

  繰延税金負債合計 199,024

繰延税金負債（固定）の純額  199,024

繰延税金負債の純額 計 201,716

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異がある時の、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

当連結会計年度は、税金等調整前当期純損失を計上

したため、記載を省略しております。  

  

  

  

  

  

  

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異がある時の、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％

（調整）  

交際費等永久に損金算入されない科目 6.9％

受取配当等永久に益金に算入されない科目 △4.1％

住民税均等割 3.8％

評価性引当金額の増減額 △

186.4％

連結納税による影響額 150.2％

その他 △1.3％

税効果会計適用後の法人税等の負担率  9.8％



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

（前連結会計年度） 

（注１）１．事業区分の方法 

事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

なお、前連結会計年度において施工事業を行っていた連結子会社が連結範囲から除外されたこと 

により、当連結会計年度のセグメント情報から「施工事業」はなくなっております。  

２．各区分に属する主要な商品及び役務 

（注２） 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は当連結会計年度は5,188,923千円であり、 

その主なものは、親会社での余資運用資金（現預金及び有価証券）及び長期投資資金（投資有価証券 

及び出資金）であります。 

（注３） 資本的支出及び減価償却費には長期前払費用とその償却費が含まれております。 

（注４） 「会計処理の変更」に記載のとおり、当連結会計年度よりＦＣ加盟金及びＦＣ加盟店開発フィーの 

     売上計上基準については、加盟契約の締結及び入金をもって売上計上する方法から、加盟店の出店確定 

     時に売上計上する方法に変更しました。 

      この変更により、従来の方法によった場合に比べ、「ＦＣ加盟店開発事業」の売上高は272,800千円 

     「ＦＣ本部事業」の売上高は782,580千円減少し、営業損失はそれぞれ272,800千円、638,815千円増加 

     しております。 

 前連結会計年度（自 平成16年６月１日 至 平成17年５月31日） 

 会費事業 
（千円） 

商品販売
事業 

（千円） 

ＦＣ加盟店
開発事業 
（千円） 

店舗運営事業 
（千円） 

ＦＣ本部事業 
（千円） 

ＦＣサポ
ート事業 
（千円） 

ベンチャ
ーキャピ
タル事業 
（千円） 

その他の
事業 

（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ売上高及び営業

利益 
           

売上高            

(1）外部顧客に対

する売上高 
2,218,176 1,388,809 843,989 1,975,512 2,241,004 4,548,320 1,451,393 1,198,764 15,865,972 － 15,865,972 

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高 

300 － 302,452 － 170,901 20,947 － 74,932 569,533 (569,533) － 

計 2,218,476 1,388,809 1,146,441 1,975,512 2,411,905 4,569,268 1,451,393 1,273,697 16,435,505 (569,533) 15,865,972 

営業費用 2,657,263 1,370,343 2,544,033 2,196,563 3,527,362 3,959,852 810,915 1,402,552 18,468,886 (628,607) 17,840,279 

営業損益 △438,786 18,466 △1,397,591 △221,050 △1,115,456 609,415 640,478 △128,855 △2,033,380 59,073 △1,974,307 

Ⅱ資産、減価償却

費及び資本的支

出 

           

資産 1,026,199 － 1,174,872 464,246 1,867,198 1,637,152 1,609,233 2,063,574 9,842,477 4,728,649 14,571,126 

減価償却費 146,955 12,000 166,967 126,856 106,229 197,827 4,612 406,884 1,168,334 － 1,168,334 

資本的支出 22,767 － 23,573 169,589 205,709 397,993 1,369 36,022 857,025 － 857,025 

事業区分 主要な商品及び役務

会費事業 
会員企業間における取引先紹介サービス出版事業、経営情報等の調

査業務 

商品販売事業 購買代理サービス、通信機器等の販売他 

ＦＣ加盟店開発事業 フランチャイズ加盟店の募集代行 

店舗運営事業 フランチャイジー等のレストラン事業 

ＦＣ本部事業 フランチャイズ本部の運営 

ＦＣサポート事業 スーパーバイジング業務、ロイヤリティ収入 

ベンチャーキャピタル事業 ベンチャーキャピタル業務 

その他の事業 リース及び立地開発事業等 



（当連結会計年度） 

（注１）１．事業区分は事業の内容によっております。 

２．各区分に属する主要な商品及び役務 

     ３. 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は当連結会計年度は7,119,266千円であり、その主な

ものは、親会社での余資運用資金（現預金及び有価証券）及び長期投資資金（投資有価証券及び出資金）であ

ります。 

    ４. 資本的支出及び減価償却費には長期前払費用とその償却費が含まれております。 

       ５. 事業区分の方法については、従来、８区分としておりましたが、当連結会計年度より５区分に変更しており 

      ます。 

       当連結会計年度より、当社グループがフランチャイズ本部となって展開する事業の成長に伴い、加盟店募 

      集・スーパーバイジングなど「機能別」のマネジメント体制から、外食・教育など「業種別」の事業本部制 

           に変更いたしましたので事業セグメントにつきましても業種別に再編成いたしました。 

      なお、当連結会計年度と同一の区分方法によった場合の前連結会計年度の事業の種類別セグメント情報は   

           次のとおりであります。 

 当連結会計年度（自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日） 

 会費・金融事業 
（千円） 

外食事業 
（千円） 

教育事業   
（千円） 

新事業 
（千円） 

その他の事業 
（千円） 

計  
（千円）  

消去又は全社
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ売上高及び営業利益         

売上高         

(1）外部顧客に対する

売上高 
2,218,994 5,426,140 1,006,568 3,838,040 2,280,902 14,770,645 － 14,770,645 

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高 

－ － － 27,036 14,397 41,433 (41,433) － 

計 2,218,994 5,426,140 1,006,568 3,865,076 2,295,299 14,812,079 (41,433) 14,770,645 

営業費用 2,110,968 3,453,766 1,599,838 4,241,404 2,898,865 14,304,842 (40,935) 14,263,907 

営業損益 108,026 1,972,373 △593,269 △376,327 △603,565 507,237 (498) 506,738 

Ⅱ資産、減価償却費、

減損損失及び資本的

支出 

        

資産 1,492,411 1,455,008 1,073,944 2,433,682 2,216,021 8,671,068 6,834,737 15,505,805 

減価償却費 130,861 89,173 75,634 134,091 449,983 879,743 － 879,743 

減損損失 5,682 4,702 3,487 509 104,350 118,733 － 118,733 

資本的支出 109,061 83,138 92,916 442,143 145,870 873,130 － 873,130 

事業区分 主要な商品及び役務

会費・金融事業 
会員企業間における取引先紹介サービスの提供、ビジネスマッチン

グや経営情報等の提供、保険商品の販売 

外食事業 
外食フランチャイズ本部支援（フランチャイズ加盟店の募集及びＳ

Ｖ代行）、外食ライセンス本部運営 

教育事業 
「７つの習慣Ｊ」（学習塾チェーン）のフランチャイズ本部運営及

び学習塾本部支援（フランチャイズ加盟店の募集及びＳＶ代行） 

新事業 
「美と健康」「プライムエイジ向け流通」等の分野におけるフラン

チャイズ本部運営 

その他の事業 
ベンチャー・キャピタル事業、リース事業、企業コンサルティング

事業他 



（前連結会計年度） 

    ６．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の「重要な引当金の計上基準」に記載のとおり、 

      当連結会計年度より「「退職給付に係る会計基準」の一部改正」（企業会計基準第３号 平成17年３月16 

      日）及び「退職給付に係る会計基準」の一部改正に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第７号 平 

      成17年３月16日）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、当連結会 

      計年度の営業費用は、会費事業が5,619千円、外食事業が15,912千円、教育事業が6,668千円、新事業が 

      3,185千円、その他事業が11,772千円減少し、営業利益がそれぞれ同額増加しております。 

 前連結会計年度（自 平成16年６月１日 至 平成17年５月31日） 

 会費・金融事業 
（千円） 

外食事業 
（千円） 

教育事業 
（千円） 

新事業 
（千円） 

その他の事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ売上高及び営業利益         

売上高         

(1）外部顧客に対する

売上高 
3,950,538 5,812,524 585,926 1,858,817 3,658,166 15,865,972 － 15,865,972 

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高 

900 33,116 1,733 13,095 19,962 68,808 (68,808) － 

計 3,951,438 5,845,640 587,660 1,871,913 3,678,128 15,934,780 (68,808) 15,865,972 

営業費用 3,939,444 6,069,749 1,102,866 2,780,486 3,982,696 17,875,241 (34,962) 17,840,279 

営業損益 11,993 △224,108 △515,205 △908,573 △304,567 △1,940,462 (33,845) △1,974,307 

Ⅱ資産、減価償却費及

び資本的支出 
        

資産 1,672,815 2,360,750 723,265 1,688,062 3,152,602 9,597,496 4,973,630 14,571,126 

減価償却費 160,850 347,463 35,476 108,632 515,912 1,168,334 ― 1,168,334 

資本的支出 23,808 481,513 13,996 226,380 111,326 857,025 ― 857,025 



【所在地別セグメント情報】 

 前連結会計年度及び当連結会計年度とも本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全

セグメントの資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、記載を省略しております。 

【海外売上高】 

 前連結会計年度及び当連結会計年度とも海外売上高は連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しており

ます。 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成16年６月１日 至 平成17年５月31日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

      該当事項はありません。 

    (2）役員及び個人主要株主等 

      該当事項はありません。 

    (3）子会社等 

  （注）ユニバーサルソリューションシステムズ㈱のリース取引等に対し債務保証を行なっております。 

(4）兄弟会社等 

 該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

      該当事項はありません。 

    (2）役員及び個人主要株主等 

      該当事項はありません。 

    (3）子会社等 

  （注）ユニバーサルソリューションシステムズ㈱のリース取引等に対し債務保証を行なっております。 

(4）兄弟会社等 

 該当事項はありません。 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 

関係内容
取引の内
容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

 関連会社 

ユニバー

サルソリ

ューショ

ンシステ

ムズ㈱ 

東京都 

港区 
727,300 

店舗管理

システム

の設計・

運用 

  

（所有）

直接23.1%

間接0.2% 

役員１

名  

販売先

紹介等 

 債務保証

（注） 
456,202  －  － 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 

関係内容
取引の内
容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

 関連会社 

ユニバー

サルソリ

ューショ

ンシステ

ムズ㈱ 

東京都 

港区 
915,900 

店舗管理

システム

の設計・

運用 

  

（所有）

直接18.1% 

役員１

名  

販売先

紹介等 

 債務保証

（注） 
60,775  買掛金 15,464 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額又は純損失金額及び潜在株式調整後１株あたり当期純利益金額算定上の基礎は、以

下のとおりであります。 

前連結会計年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

１株当たり純資産額  68円80銭

１株当たり当期純損失金額    21円15銭

１株当たり純資産額    76円40銭

１株当たり当期純利益金額      ４円83銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、１株当たり当期純損失が計上されているため記載

しておりません。 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額             ４円79銭 

 
前連結会計年度 

(自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

１株当たり当期純利益又は純損失金額     

当期純利益又は純損失（△）（千円） △2,565,806 615,349 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益又は純損失

（△）（千円） 

△2,565,806 615,349 

 期中平均株式数（株） 121,308,819 127,405,907 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額（千円）  －  － 

普通株式増加数  － 1,139,890 

（うち新株予約権）  （－） （1,139,890） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

新株予約権及び新株引受権の概要

は、「第４ 提出会社の状況 

１．株式等の状況（２） 新株予

約権等の状況」に記載しておりま

す。 

平成13年８月28日定時株主総会決

議新株引受権（普通株式992,100

株） 

なお、新株引受権の概要は、「第

４ 提出会社の状況 １．株式等

の状況（２）新株予約権等の状

況」に記載のとおりであります。 



（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

 該当事項はありません。  該当事項はありません。 



⑥【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 （注）１．前期末残高欄の（ ）書は内数で１年内に償還予定のものであり、連結貸借対照表では流動負債に表示して

  おります。 

２．株式会社リンク・イノベーションは、株式会社シー・シー・ピーから商号変更しております。 

３．新株引受権付社債に関する記載は次のとおりです。 

 なお、新株引受権は、本社債と分離して譲渡することができます。 

【借入金等明細表】 

      該当事項はありません。 

(2）【その他】 

該当事項はありません。 

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高 

（千円） 

当期末残高 

（千円） 
利率 担保 償還期限 

株式会社リンク・イノ

ベーション 

第１回無担保新株引

受権付社債 
12.９.28 

15,000 

(  15,000)

－ 

（－) 

長期プライムレート

プラス１％ 
なし 17.９.28 

合計 － － 
15,000 

(  15,000)

－ 

（－) 
－ － － 

銘柄 新株引受権行使期間 
発行価格 
（円） 

発行価額の
総額 
（千円） 

発行株式 
付与割合 
（％） 

株式会社リンク・イノベーション

第３回 
平成14.１.４～平成18.11.23 50,000 15,000 普通株式 100 

株式会社リンク・イノベーション

第４回 
平成14.２.１～平成18.12.22 50,000 15,000 普通株式 100 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成17年５月31日） 

当事業年度 

（平成18年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円）  
構成比 
（％） 

金額（千円）  
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

 １．現金及び預金   2,959,137   3,635,664  

 ２．受取手形   1,470   ―  

 ３．売掛金 ※１  1,011,803   924,101  

 ４．原材料   1,644   2,200  

 ５．貯蔵品   19,499   17,314  

 ６．前払費用   228,058   227,680  

 ７．短期貸付金 ※１  221,452   68,807  

 ８．前払金   513   3,794  

 ９．未収入金   138,594   338,309  

  10．立替金 ※１  158,358   249,122  

 11．その他   82,178   17,973  

   貸倒引当金   △184,874   △109,959  

 流動資産合計    4,637,835 37.8   5,375,008 41.3 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産          

(１) 建物  781,616    702,967    

減価償却累計額  354,633 426,983  366,494 336,473  

(２) 機械装置  64,026    60,756    

 減価償却累計額  51,527 12,498  53,939 6,816  

(３) 車両運搬具  27,248    32,182    

 減価償却累計額  19,048 8,199  20,968 11,213  

(４) 工具器具備品  1,258,774    1,176,103    

 減価償却累計額  975,237 283,537  950,915 225,187  

(５) 土地   20,799   6,564  

(６) 建設仮勘定   2,467   ―  

  有形固定資産合計     754,486 6.1   586,255 4.5 

 



  
前事業年度 

（平成17年５月31日） 

当事業年度 

（平成18年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円）  
構成比 
（％） 

金額（千円）  
構成比 
（％） 

２．無形固定資産        

(１) ソフトウェア   808,221   546,447  

(２) 電話加入権   22,063   16,467  

無形固定資産合計    830,285 6.8   562,915 4.3 

３．投資その他の資産        

(１) 投資有価証券    1,574,513   1,485,706  

(２) 関係会社株式    1,253,106   2,428,617  

(３) その他の関係会社 

有価証券 
  1,120   ―  

(４) 出資金   20   20  

(５) 長期貸付金   204,670   210,268  

(６) 従業員長期貸付金   37,754   36,141  

(７) 関係会社長期貸付金 ※２  11,632,105   11,458,105  

(８) 破産更生債権等 ※１  1,550,023   1,352,238  

(９) 長期前払費用   102,249   66,998  

(10）保険積立金   97,503   97,525  

(11) 敷金・保証金   1,101,435   964,397  

(12) 会員権   101,667   94,667  

(13) 前払年金費用   99,352   176,626  

  貸倒引当金   △11,703,581   △11,874,538  

投資その他の資産合計    6,051,940 49.3   6,496,774 49.9 

固定資産合計    7,636,712 62.2   7,645,944 58.7 

資産合計    12,274,547 100.0   13,020,952 100.0 

        
 



  
前事業年度 

（平成17年５月31日） 

当事業年度 

（平成18年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円）  
構成比 
（％） 

金額（千円）  
構成比 
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形    161,134   145,813  

２．買掛金    231,311   122,117  

３．未払金 ※１  469,975   703,427  

４．未払費用   428,911   399,750  

５．未払法人税等   106,546   89,707  

６．前受金 ※１  618,627   709,425  

７．預り金    126,297   78,650  

８．前受収益   6,297   6,661  

９．事業構造改革引当金   2,341   ―  

10．事業再構築引当金   863,426   341,460  

11．事業所退去損失引当金   65,779   11,200  

12．設備支払手形   90,000   ―  

13．その他   32,254   93,389  

流動負債合計    3,202,904 26.1   2,701,603 20.8 

Ⅱ 固定負債        

１．繰延税金負債   ―   199,024  

２．退職給付引当金   94,083   115,112  

３. 債務保証損失引当金   94,803   62,627  

４．長期未払金   30,079   15,265  

５. 預り保証金   206,287   236,176  

固定負債合計    425,252 3.5   628,206 4.8 

負債合計    3,628,157 29.6   3,329,810 25.6 

 



  
前事業年度 

（平成17年５月31日） 

当事業年度 

（平成18年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円）  
構成比 
（％） 

金額（千円）  
構成比 
（％） 

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※３   13,222,124 107.7   ― ― 

Ⅱ 資本剰余金        

１．資本準備金  12,825,504    ―    

資本剰余金合計    12,825,504 104.4   ― ― 

Ⅲ 利益剰余金        

１．利益準備金  220,864   ―   

２．当期未処理損失  16,955,721   ―   

利益剰余金合計    △16,734,856 △136.3   ― ― 

Ⅳ その他有価証券評価 
差額金 

   △40,505 △0.3   ― ― 

Ⅴ 自己株式 ※４   △625,875 △5.1   ― ― 

資本合計     8,646,390 70.4   ― ― 

負債・資本合計    12,274,547 100.0   ― ― 

        

（純資産の部）        

Ⅰ 株主資本             

 １．資本金    ― ―  13,222,124 101.5 

 ２．資本剰余金             

(１) 資本準備金   ―     12,825,504     

資本剰余金合計     ― ―  12,825,504 98.5 

 ３．利益剰余金          

(１) 利益準備金   ―     220,864     

(２) その他利益剰余金             

  繰越利益剰余金   ―     △16,241,352     

利益剰余金合計     ― ―  △16,020,487 △123.0 

 ４．自己株式     ― ―  △626,096 △4.8 

株主資本合計     ― ―  9,401,043 72.2 

Ⅱ 評価・換算差額等             

 １．その他有価証券評価 
差額金 

    ― ―  290,098 2.2 

評価・換算差額等合計    ―  ―  290,098 2.2 

純資産合計    ―  ―  9,691,142 74.4 

負債及び純資産合計    ―  ―  13,020,952 100.0 

        



②【損益計算書】 

  

 前事業年度 

（自 平成16年６月１日 

  至 平成17年５月31日） 

 当事業年度 

（自 平成17年６月１日 

  至 平成18年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

 金額（千円） 
百分比
（％）

 金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高              

   １．商品売上高  －     10,275     

   ２．役務収益  7,885,525 7,885,525 100.0 10,112,976 10,123,251 100.0 

Ⅱ 売上原価              

１．商品売上原価              

(１)商品期首たな卸高  －     －     

(２)当期商品仕入高  －     5,008     

 合計  －     5,008     

(３)商品期末たな卸高  －     －     

 商品売上原価  －     5,008     

２．役務原価  1,890,307 1,890,307 24.0 1,651,015 1,656,024 16.4 

売 上 総 利 益    5,995,218 76.0   8,467,227 83.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理費               

１．販売促進費   470,230     476,697     

２．荷造・運搬費   26,511     36,699     

３．広告宣伝費   76,555     55,247     

４．貸倒引当金繰入額   177,017     －     

５．役員報酬   101,110     106,991     

６．給与手当   2,708,753     2,615,373     

７．賞与   621,239     585,745     

８．退職給付費用   75,717     －     

９．法定福利費   405,096     394,899     

10．交際費   38,943     40,991     

11．旅費交通費   558,600     521,746     

12．通信費   186,745     146,515     

13．消耗品費   33,660     34,348     

14．地代家賃   760,739     700,772     

15．減価償却費   191,869     265,859     

16．支払手数料   887,436     686,752     

17．教育費   71,691     13,313     

18．採用費   78,974     86,812     

19．修繕費   6,506     7,205     

20．リース料   69,821     49,877     

21．アウトソーシング費   －     451,815     

22．その他   555,372 8,102,594 102.7 565,541 7,843,207 77.4 

営業利益又は損失（△）    △2,107,375 △26.7   624,019 6.2 

 



  

 前事業年度 

（自 平成16年６月１日 

  至 平成17年５月31日） 

 当事業年度 

（自 平成17年６月１日 

  至 平成18年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

 金額（千円） 
百分比
（％）

 金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅳ 営業外収益              

１．受取利息 ※１ 226,372    90,521    

２．受取配当金   17,099    17,738    

３．投資有価証券売却益  1,120,005    392,378    

４．退会者会費収入  4,023    1,877    

５．賃貸収入  152,230    135,635    

６．出資組合益  ―    20,648    

７．雑収入  107,707 1,627,437 20.6 45,738 704,538 6.9 

Ⅴ 営業外費用              

１．支払利息   17,293    382    

２．投資有価証券売却損  ―    170,869    

３．出資組合費用  29,260    ―    

４．賃貸収入原価  142,820    129,981    

５．新株発行費  60,552    ―    

６．資金調達費用  50,000    ―    

７．貸倒引当金繰入額  52,355    16,580    

８．雑損失  6,165 358,447 4.5 7,593 325,407 3.2 

経常利益又は損失（△）    △838,386 △10.6   1,003,149 9.9 

Ⅵ 特別利益            

１．固定資産売却益 ※２ 122    1,089    

２．投資有価証券売却益  882,687    16,474    

３．事業構造改革引当金戻入益   443    ―    

４．事業再構築引当金戻入益   ―    102,775    

５．債務保証損失引当金戻入益   617,530    32,175    

６．解約金収入   ―    181,700    

７．その他  ― 1,500,783 19.0 15,836 350,052 3.5 

Ⅶ 特別損失              

１．固定資産売却損 ※３ 5,646    27    

２. 固定資産除却損 ※４ 241,149    12,783    

３．投資有価証券評価損  19,544    18,199    

４. 貸倒引当金繰入額   595,765    372,706    

５．事業再構築損失  856,271    104,390    

６．事業再構築引当金繰入額 ※５ 534,960    ―    

７．事業所退去損失引当金繰入額 ※６ 65,779    11,200    

８．債務保証損失  ―    19,874    

９．債権放棄損失   910,646    ―    

10．減損損失 ※７ ―    118,733    

11. そ の 他   ― 3,229,763 41.0 7,200 665,114 6.6 

税引前当期純利益又は純損失
（△） 

   △2,567,366 △32.6   688,087 6.8 

法人税、住民税及び事業税    18,282 0.2   △26,281 △0.3 

当期純利益又は純損失（△）    △2,585,648 △32.8   714,368 7.1 

前期繰越損失    13,663,540       

自己株式処分差損    706,532       

    当期未処理損失    16,955,721       

        



役務原価明細書 

  

  
前事業年度 

（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 人件費    172,323 9.1   135,166 8.2 

Ⅱ 経費              

１．システム関連費  545,218     70,014     

２．減価償却費  269,755     137,431     

３．印刷諸費  332,619     266,323     

４．その他  570,391 1,717,983 90.9 1,042,079 1,515,848 91.8 

当期総役務費用    1,890,307 100.0   1,651,015 100.0 

役務原価    1,890,307     1,651,015   

        



③【損失処理計算書】 

  

前事業年度 

株主総会承認日 

（平成17年８月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

 Ⅰ 当期未処理損失   16,955,721 

 Ⅱ 次期繰越損失   16,955,721 

    



④【株主資本等変動計算書】 

  

当事業年度（自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日） 

  

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計
資本準備金 

資本剰余金
合計 

利益 
準備金 

その他利益 
剰余金 

利益剰余金 
合計 

繰越利益 
剰余金 

平成17年５月31日 残高

（千円） 
13,222,124 12,825,504 12,825,504 220,864 △16,955,721 △16,734,856 △625,875 8,686,896 

事業年度中の変動額                 

当期純利益         714,368 714,368   714,368 

自己株式の取得             △221 △221 

事業年度中の変動額合計

（千円） 
－ － － － 714,368 714,368 △221 714,147 

平成18年５月31日 残高

（千円） 
13,222,124 12,825,504 12,825,504 220,864 △16,241,352 △16,020,487 △626,096 9,401,043 

 

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 その他有価証 

券評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

平成17年５月31日 残高

（千円） 
△40,505 △40,505 － 8,646,390 

事業年度中の変動額     

当期純利益       714,368 

自己株式の取得   △221 

株主資本以外の項目の事

業年度中の変動額(純額) 
330,604 330,604 － 330,604 

事業年度中の変動額合計

（千円） 
330,604 330,604 － 1,044,751 

平成18年５月31日 残高

（千円） 
290,098 290,098 － 9,691,142 



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 (2）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２．デリバティブの評価基準 時価法 ――――― 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

原材料：最終仕入原価法による原価法 

貯蔵品：総平均法による原価法 

同左 

  

４．固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産：定率法 

なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。 

建物     ６～47年 

機械装置   ４～９年 

車両運搬具  ２～６年 

工具器具備品 ２～20年 

有形固定資産：同左 

  

  

  

  

  

 無形固定資産：定額法 

なお、自社利用のソフト

ウェアについては社内の

利用可能期間（５年）に

基づく定額法を採用して

おります。 

無形固定資産：同左 

 長期前払費用：定額法 長期前払費用：同左 

 ５．繰延資産の処理方法 新株発行費：支出時に全額費用として  

      計上しております。     

―――――  

 



項目 
前事業年度 

（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

６．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込み額に基づき、退

職一時金制度の適用対象者について

は、退職給付引当金として94,083千

円計上し、適格退職年金制度の適用

対象者については、年金資産が退職

給付債務を超過しているため「投資

その他の資産」に「前払年金費用」

99,352千円を計上しております。 

なお、数理計算上の差異については

発生年度に費用処理しております。 

(2）退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込み額に基づき、退

職一時金制度の適用対象者について

は、退職給付引当金として115,112千

円計上し、適格退職年金制度の適用

対象者については、年金資産が退職

給付債務を超過しているため「投資

その他の資産」に「前払年金費用」

176,626千円を計上しております。 

なお、数理計算上の差異については

発生年度に費用処理しております。 

    （会計処理の変更） 

  当事業年度より「「退職給付に係る

会計基準」の一部改正」(企業会計基

準第３号平成17年３月16日)及び

「「退職給付に係る会計基準」の一

部改正に関する適用指針」(企業会計

基準適用指針第７号平成17年３月16

日)を適用しております。これにより

営業利益及び経常利益は43,159千円

増加し、また税引前当期純利益は

58,903千円増加しております。 

 (3）債務保証損失引当金 

債務保証に係る損失に備えるため、

保証先の財政状態等を個別に勘案

し、損失負担見込額を計上しており

ます。 

(3）債務保証損失引当金 

同左 

 (4）事業構造改革引当金 

事業構造改革に伴い、今後発生が見

込まれる費用について、合理的に見

積もられる金額を計上しておりま

す。 

――――― 

  

       

 (5）事業再構築引当金 

事業再構築に伴い、今後発生が見込

まれる費用について、合理的に見積

もられる金額を計上しております。 

(4）事業再構築引当金 

同左 

 (6）事業所退去損失引当金 

退去が決定している事業所の閉鎖に

伴なって見込まれる損失額を計上し

ております。 

(5）事業所退去損失引当金 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

７．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

同左 

８．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方針 

特例処理の要件を満たしている金利

スワップ取引について、特例処理を

採用しております。 

――――― 

  

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段：金利スワップ 

ヘッジ対象：借入金 

  

  

 (3）ヘッジ方針 

当社規程に基づき、借入金に係る金

利変動リスクをヘッジしておりま

す。 

  

  

 (4）ヘッジ有効性の評価方法 

ヘッジ手段の想定元本等とヘッジ対

象の元本等が一致しており、金利ス

ワップの特例処理の要件に該当する

と判定されるため、当該判定をもっ

て有効性の判定に代えております。 

  

  

９．投資事業組合等への出資

金に係る会計処理方法 

投資事業組合等への出資金に係る会計処

理は、組合の事業年度の財務諸表及び事

業年度の中間会計期間に係る中間財務諸

表に基づいて、組合の収益及び費用を当

社の出資持分割合に応じて計上しており

ます。 

同左 

10．その他財務諸表作成のた 

めの重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

  ――――― 

  

(2）連結納税制度の適用 

  当事業年度から連結納税制度を適用

しております。 



会計処理の変更 

前事業年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

 提携先ＦＣ本部の加盟店募集代行によって当社が受領

するＦＣ加盟店開発フィーの売上計上基準については、

従来、加盟契約の締結及び加盟金の入金をもって売上を

計上する方法によっておりましたが、近年の景気低迷の

影響から加盟契約後出店に至らない加盟店の出現に際

し、加盟店保護の立場から、返金や加盟権買取が発生し

たことを契機に、売上認識をより客観的・保守的に行う

ため、当事業年度から、加盟店の出店確定時に売上を計

上する方法に変更いたしました。 

 この変更により、従来の方法によった場合と比較し

て、売上高及び売上総利益がそれぞれ782,337千円減少

し、営業損失、経常損失及び税引前当期純損失がそれぞ

れ同額増加しております。 

  

１．当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基準」

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会 平成14年8月9日))及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計

基準適用指針第6号平成15年10月31日)を適用しており

ます。これにより税引前当期純利益は、118,733千円

減少しております。なお、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基づき各資産の金額か

ら直接控除しております。 

２．当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準

適用指針第８号）を適用しております。従来の資本の

部の合計に相当する金額は9,691,142千円でありま

す。なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度

における純資産の部については、改正後の財務諸表等

規則により作成しております。 



表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

１．当事業年度より役務原価をより明瞭に表示するた

め、役務原価明細書の経費の内訳をシステム関連

費、減価償却費、印刷諸費、その他に区分掲記して

おります。 

なお、前事業年度のシステム関連費、減価償却費、

印刷諸費はそれぞれ442,316千円、247,210千円及び

393,594千円であります。 

また、原材料、貯蔵品費については従来、当期総役

務費用に加減する表示としておりましたが、その重

要性に鑑み、当期より経費の「その他」に含めて表

示しております。 

――――― 

２．「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年

法律第97号）により、証券取引法第２条第２項にお

いて、投資事業有限責任組合及びこれに類する組合

への出資を有価証券とみなすこととされたことに伴

い、前事業年度まで「出資金」に含めていた投資事

業組合への出資金を、当事業年度より「投資有価証

券」に計上しております。この変更により、「投資

有価証券」は299,743千円増加し、「出資金」は同額

減少しております。 

  

  



追加情報 

前事業年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

  「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律 

第9号）が平成15年3月31日に公布され、平成16年4月 

1日以降に開始する事業年度より外形標準課税制度が導 

入されたことに伴い、当事業年度から、「法人事業税に

おける外形標準課税部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」（平成16年2月13日 企業会計基準 

委員会 実務対応報告書第12号）に従い、法人事業税の

付加価値割及び資本割については、販売費及び一般管理

費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費、営業損失、経常損

失及び税引前当期純損失はそれぞれ62,700千円増加して

おります。  

  

――――― 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年５月31日） 

当事業年度 
（平成18年５月31日） 

※１ 関係会社に対する主な資産及び負債 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは次のとおりであります。 

※１ 関係会社に対する主な資産及び負債 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは次のとおりであります。 

関係会社に対する負債で、上記以外のものの金額の

合計額が負債及び資本の合計額の100分の1を超えて

おり、その金額は187,113千円であります。 

売掛金 169,714千円

短期貸付金 185,000千円

立替金 126,610千円

破産更生債権等 810,680千円

前受金  150,198千円

  

関係会社に対する負債で、上記以外のものの金額の

合計額が負債及び資本の合計額の100分の1を超えて

おり、その金額は142,903千円であります。 

立替金      211,167千円

破産更生債権等      804,680千円

未払金      158,907千円

   

   

  

※２ 当社は、子会社の資金需要に機動的に対応するた

め、子会社との間で貸出極度額契約を締結してお

ります。 

当該契約に基づく貸出極度額の総額及び貸出未実

行残高は以下のとおりであります。 

※２ 当社は、子会社の資金需要に機動的に対応するた

め、子会社との間で貸出極度額契約を締結してお

ります。 

当該契約に基づく貸出極度額の総額及び貸出未実

行残高は以下のとおりであります。 

貸出極度額の総額 3,400,000千円

貸出実行残高    1,367,480千円

貸出未実行残高   2,032,520千円

貸出極度額の総額    3,400,000千円

貸出実行残高    1,367,480千円

貸出未実行残高    2,032,520千円

※３ 会社が発行する株式の総数 

普通株式   287,844,000株 

自己株式の消却が行われた場合には、これに相当

する株式数を減ずる旨定款で定めております。 

発行済株式の総数 

普通株式  127,911,823株 

※３         ――――― 

※４ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式 

      505,637株であります。 

※４         ――――― 

  

 



前事業年度 
（平成17年５月31日） 

当事業年度 
（平成18年５月31日） 

 ５ 保証債務 

次のとおり関係会社等における金融機関からの借

入金、リース取引及び仕入等に対し債務保証を行

っております。 

 ５ 保証債務 

次のとおり関係会社等における金融機関からの借

入金、リース取引及び仕入等に対し債務保証を行

っております。 

  

    前事業年度末の未払いリース料は未払リース債務、

    割賦債務は割賦未払金で表示しております。 

  

  

ユニバーサルソリューションシステムズ㈱ 

  (旧 ㈱ベンチャーリンクコミュニケーションズ) 

割賦未払金 17,815千円

未払リース債務 432,172千円

取引保証 6,214千円

北洋インベストメント㈱  

未払リース債務    116千円

㈱シー・シー・ピー  

社債債務       15,000千円

仕入債務      315千円

㈱ホットスタイル  

割賦未払金       21,433千円

未払リース債務     8,962千円

㈱アールエージー  

借入金       13,500千円

㈱イシイプランニング  

借入金       53,500千円

㈱晃耀堂  

割賦未払金       44,389千円

未払リース債務       25,411千円

㈲エヌディーピー  

借入金      5,268千円

丸宮食品㈱   

未払リース債務 6,478千円

紀志商事㈱  

  未払リース債務     6,586千円

㈱コバヤシホールディング   

  未払リース債務     8,595千円

㈱三代目茂蔵   

  仕入債務   32,420千円

㈱カーブスジャパン  

  取引保証    68,351千円

   計 766,532千円

  

  

  

  

  

ユニバーサルソリューションシステムズ㈱ 

割賦未払金 1,222千円

未払リース債務     59,172千円

取引保証      380千円

㈱イシイプランニング  

借入金      40,300千円

㈱エムズダイニング  

割賦未払金       26,633千円

未払リース債務       15,246千円

㈲エヌディーピー  

借入金        3,972千円

丸宮食品㈱   

未払リース債務 1,905千円

紀志商事㈱  

  未払リース債務 2,822千円

㈱コバヤシホールディング   

  未払リース債務   3,907千円

㈱三代目茂蔵   

  仕入債務 19,195千円

   計    174,758千円

  ６ 資本の欠損の額は、17,581,597千円であります。 

  

 ――――― 



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

※１ 関係会社との取引に係わるものが次のとおり含ま

れております。 

※１ 関係会社との取引に係わるものが次のとおり含ま

れております。 

受取利息        217,030千円 受取利息        83,441千円

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

工具器具備品 122千円 工具器具備品    1,089千円

 ※３ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります 

工具器具備品 5,598千円

車両運搬具   48千円

 ※３ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

工具器具備品 27千円

 ※４ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります 

建物 139,707千円

車両運搬具   547千円

工具器具備品 20,444千円

長期前払費用 50,308千円

原状回復費 30,141千円

 ※４ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物        7,085千円

車両運搬具      76千円

工具器具備品       4,918千円

ソフトウェア       703千円

 ※５ 事業再構築引当金繰入額は、営業体制の再構築 

       にかかるものを合理的に見積もった費用であり 

       ます。 

 ※５         同   左 

 ※６ 事業所退去損失引当金繰入額は、退去が決定して 

   いる事業所の閉鎖に伴って発生すると見込まれる 

   損失額であります。 

 ※６        同   左 

――――――  ※７ 減損損失 

当事業年度において、当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上いたしました。 

  

当社は、他の資産又は資産グループのキャッシュ・フロー

から概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小単位

で資産をグループ化し、減損損失の認識を行っておりま

す。 

上記資産については、収益性の悪化又は市場価格の著しい

下落により、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失（118,733千円）として特別損失に計上い

たしました。なお、当資産グループの回収可能価額は使用

価値により測定しており、将来キャッシュ・フローを資本

コストである8.87％で割り引いて算定しております。 
  

場所 用途 種類 
減損損失 

（千円） 

埼玉県 

さいたま市 

等 

 直営店舗 

建物及び 

構築物、 

工具器具 

備品 

 55,589

東京都 

台東区等 

販売管理 

システム 

ソフト 

ウェア等 
 42,568

宮城県 

仙台市等 

賃貸用 

マンション 

建物及び 

構築物、 

土地 

 20,574



（株主資本等変動計算書関係） 

  当事業年度（自平成17年6月1日 至平成18年5月31日） 

  自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  （変動事由の概要） 

   増加は単元未満株式の買取請求に応じたものであります。 

株式の種類 
前事業年度 

末の株式数 

当事業年度 

増加株式数 

当事業年度 

減少株式数 

当事業年度 

末の株式数 

普通株式（株） 505,637  650 － 506,287



（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具器具備品 129,671 62,644 67,026 

その他 49,414 45,276 4,138 

合計 179,085 107,920 71,164 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具器具備品 129,494 93,229 36,264 

その他 24,823 24,823 － 

合計 154,317 118,052 36,264 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内      34,735千円

１年超       38,950千円

合計       73,686千円

１年内      27,313千円

１年超      11,505千円

合計       38,818千円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料      60,658千円

減価償却費相当額  56,888千円

支払利息相当額 3,719千円

支払リース料      43,420千円

減価償却費相当額   39,535千円

支払利息相当額    2,335千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については利

息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

―――――― 

  

 （減損損失について） 

   リース資産に配分された減損損失はありません。  



（有価証券関係） 

 前事業年度（自平成16年６月１日 至平成17年５月31日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

       該当事項はありません。 

 当事業年度（自平成17年６月１日 至平成18年５月31日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 
貸借対照表計上額 
（千円） 

時価（千円） 差額（千円） 

 関連会社株式 201,670 764,670 562,999 



（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成17年５月31日） 

当事業年度 
（平成18年５月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

① 流動資産  

（繰延税金資産）  

貸倒引当金繰入限度超過額   72,561千円

事業再構築引当金損金不算入額  347,954千円

未払賞与損金不算入額 130,082千円

前受加盟金開発フィー益金算入額  318,333千円

その他  28,711千円

繰延税金資産小計   897,643千円

評価性引当金  △897,643千円

繰延税金資産合計 －千円

繰延税金資産（流動）の純額 －千円

② 固定資産  

（繰延税金資産）  

投資有価証券評価損否認額    910,773千円

貸倒引当金繰入限度超過額 4,739,256千円

繰延資産否認額 758,440千円

債務保証引当金繰入否認額 38,575千円

退職給付引当金繰入限度超過額 36,766千円

繰越欠損金  2,598,929千円

その他 57,322千円

繰延税金資産小計 9,140,064千円

評価性引当金 △9,140,064千円

繰延税金資産合計  －千円

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金     －千円

繰延税金負債合計   －千円

繰延税金負債（固定）純額   －千円

① 流動資産  

（繰延税金資産）  

貸倒引当金繰入限度超過額   41,788千円

事業再構築引当金損金不算入額   138,940千円

未払賞与損金不算入額  119,189千円

前受加盟金開発フィー益金算入額  119,906千円

前受金 77,311千円

その他 42,158千円

繰延税金資産小計      539,293千円

評価性引当金  △539,293千円

繰延税金資産合計 －千円

繰延税金資産（流動）の純額 －千円

② 固定資産  

（繰延税金資産）  

投資有価証券評価損否認額  876,660千円

貸倒引当金繰入限度超過額 4,806,260千円

繰延資産否認額 514,286千円

債務保証引当金繰入否認額 25,483千円

退職給付引当金繰入限度超過額 46,839千円

繰越欠損金  2,838,383千円

その他       23,743千円

繰延税金資産小計    9,131,656千円

評価性引当金 △9,131,656千円

繰延税金資産合計 －千円

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 199,024千円

繰延税金負債合計 199,024千円

繰延税金負債（固定）純額 199,024千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

当事業年度は税引前当期純損失を計上したため、記

載を省略しております。 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

法定実効税率 40.7％

（調整）  

交際費等永久に損金算入されない

項目 

 

 2.4％

受取配当等永久に益金に算入され

ない項目 

  

△1.4％

住民税均等割   2.9％

評価性引当額の増減   △53.3％

連結納税による影響額  △0.1％

その他 5.0％

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 

  

△3.8％



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益又は当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前事業年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

１株当たり純資産額  67円86銭

１株当たり当期純損失金額    21円31銭

１株当たり純資産額    76円07銭

１株当たり当期純利益金額      5円61銭

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額 

     

5円56銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、１株当たり当期純損失が計上されているため記載

しておりません。 

  

 
前事業年度 

（自平成16年６月１日 
至平成17年５月31日） 

当事業年度 
（自平成17年６月１日 
至平成18年５月31日） 

当期純利益又は当期純損失（△）（千円）    △2,585,648    714,368 

普通株主に帰属しない金額   （千円） － － 

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失

（△）            （千円） 

   △2,585,648    714,368 

普通株式の期中平均株式数    （株）    121,308,819    127,405,907 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額    

当期純利益調整額       （千円）    －   －  

普通株式増加数        （千円）    －     1,139,890 

（うち新株予約権）    （－）     （1,139,890） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

①平成13年８月28日定時株主総会

決議ストックオプション（新株引

受権）普通株式992,100株 

②平成15年８月27日定時株主総会

決議ストックオプション（新株予

約権）2,230,400株 

③平成16年８月26日定時株主総会

決議ストックオプション（新株予

約権）2,446,800株 

平成13年８月28日定時株主総会決

議新株引受権（普通株式992,100

株） 

なお、新株引受権の概要は、「第

４ 提出会社の状況 １．株式等

の状況（２）新株予約権等の状

況」に記載のとおりであります。 



（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

 該当事項はありません。  該当事項はありません。 



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資 

有価証券 

その他 

有価証券 

㈱フジオフードシステム 1,124 572,116 

アークランドサービス㈱ 405 115,425 

㈱ジー・コミュニケーション 50 115,000 

㈱みずほフィナンシャルグループ 100 100,000 

未来証券㈱ 400 100,000 

㈱餃子計画 250 62,500 

㈱インテック 19,820 34,863 

㈱八千代銀行 100 32,600 

㈱高知銀行 106,000 27,560 

㈱北都銀行 100,000 25,300 

その他 725,930 300,342 

小計 954,179 1,485,706 

計 954,179 1,485,706 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．「当期減少額」欄の（  ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

    ２．当期減少額のうち主なものは次のとおりです。 

         建物     102,100千円・・・事業所撤退に伴う除却による減少 

         工具器具備品  98,367千円・・・ビデオ類除却による減少 

        ソフトウェア 282,057千円・・・償却終了による減少 

    ３．当事業年度に、店舗向け顧客管理事業を機動的・弾力的に遂行することを理由に、会社分割を行いました。

株式会社ＶＬｅに承継した主な固定資産は次のとおりであります。 

         工具器具備品  37,147千円・・・店舗向け顧客管理システム一式 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
(千円) 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産           

建物            781,616 93,524 172,172 702,967 366,494 60,755 336,473

      (55,492)      

機械装置 64,026 -  3,269 60,756 53,939 2,411 6,816

      (3,269)      

車両運搬具 27,248 6,502 1,569 32,182 20,968 3,367 11,213

      (45)      

工具器具備品    1,258,774 77,194 159,866 1,176,103 950,915 86,329 225,187

      (11,431)      

土地 20,799 -  14,235 6,564 - -  6,564

      (14,235)      

建設仮勘定 2,467 -  2,467 - - -  - 

有形固定資産計 2,154,933 177,221 353,581 1,978,574 1,392,318 152,864 586,255

      (84,474)      

無形固定資産           

ソフトウェア   1,485,542 78,017 370,720 1,192,839 646,392 251,128 546,447

      (28,662)      

電話加入権 22,063 -  5,596 16,467 - -  16,467

      (5,596)      

無形固定資産計 1,507,606 78,017 376,316 1,209,307 646,392 251,128 562,915

      (34,258)      

長期前払費用 102,249 18,169 - 120,418 - 53,420 66,998



【引当金明細表】 

（注）１．貸倒引当金の当期減少額の「その他」は、回収及び洗替によるものであります。 

２．事業再構築引当金の当期減少額の「その他」は、事業再構築に伴う損失見込額と実際発生額の差額戻入額であ

ります。 

３．事業所退去損失引当金の当期減少額の「その他」は、事業所退去損失見込額と実際発生額の差額戻入額であり

ます。 

   ４．債務保証損失引当金の当期減少額の「その他」は、保証債務の消滅による取崩額であります。 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 11,888,456 521,508 293,244 132,221 11,984,498 

事業構造改革引当金 2,341 － 2,341 － － 

事業再構築引当金 863,426 67,300 419,191 170,075 341,460 

事業所退去損失引当金 65,779 11,200 65,743 36 11,200 

債務保証損失引当金 94,803 － － 32,175 62,627 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

１）現金及び預金 

２）売掛金 

（イ）相手先別内訳 

区分 金額（千円） 

現金 2,491 

預金の種類   

当座預金 623,228 

普通預金 2,998,573 

定期預金 11,276 

別段預金 94 

小計 3,633,173 

合計 3,635,664 

相手先 金額（千円） 

㈱フジオフードシステム 335,787 

㈱ジー・エデュケーション 85,550 

㈱ＦＣエデュケーション 56,095 

㈱ゴルフパートナー 21,133 

ＡｎｎｙＧｒｏｕｐ㈱ 21,000 

その他 404,534 

合計 924,101 



(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記記載には消費税等が含まれております。 

３）原材料 

４）貯蔵品 

５）関係会社株式 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

1,011,803 9,121,420 9,209,122 924,101 90.88 38.73 

区分 金額（千円） 

店舗用食材 2,200 

合計 2,200 

区分 金額（千円） 

書籍 5,452 

月刊ベンチャー・リンク誌等 4,764 

販売用化粧品 1,985 

ＪＲ回数券 1,313 

その他 3,798 

合計 17,314 

区分 金額（千円） 

リンク・ジェノミクス㈱ 532,720 

㈱三代目茂蔵 310,000 

㈱FCエデュケーション 300,000 

台灣威凌克新業創造股分有限公司 206,468 

Venture Link International Inc. 202,698 

その他 876,731 

合計 2,428,617 



６）関係会社長期貸付金 

７）破産更生債権等 

    ８）敷金・保証金 

② 負債の部 

１）支払手形 

（イ）相手先別内訳 

（ロ）期日別内訳 

区分 金額（千円） 

㈱リンク・イノベーション 9,895,000 

リンク・インベストメント㈱ 595,625 

㈱ブイエルリース 967,480 

合計 11,458,105 

区分 金額（千円） 

㈱エフ・リンク 804,400 

フォーシス㈱ 390,000 

㈱アイ・リンク 55,320 

㈱ゼクー 54,219 

その他 48,297 

合計 1,352,238 

区分 金額（千円） 

本社及び経営本部 559,276 

支店及び営業所 120,432 

店舗 66,769 

その他 217,919 

合計 964,397 

相手先 金額（千円） 

㈱インテック 145,813 

合計 145,813 

期日別 金額（千円） 

平成18年６月 47,277 

７月 46,595 

８月 51,940 

合計 145,813 



２）買掛金 

３）未払金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（千円） 

ユニバーサルソリューションシステムズ㈱ 15,464 

㈱リンク・イノベーション 14,239 

㈱インテック 13,783 

㈱ネクスウェイ 10,922 

かなめい㈱ 10,195 

 その他 57,511 

合計 122,117 

相手先 金額（千円） 

㈱ＶＬｅ 98,433 

㈱インテック 88,820 

㈱リンク・イノベーション 52,920 

㈱テスコ 21,091 

㈱リクルートエージェント 18,081 

その他 424,082 

合計 703,427 

    ４）前受金    

相手先 金額（千円） 

㈱ＦＣエデュケーション 89,449 

ＮＥＸＵＳ㈱ 52,500 

㈱塩荘 52,500 

㈱テラバヤシ 31,500 

㈱エフシーワン  31,500 

㈱モバイルコム 31,500 

その他 420,476 

合計 709,425 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注）平成18年8月24日開催の第21回定時株主総会において、定款の一部変更を決議し、決算期が次のとおりとなりまし

た。 

 

（１）決算期      12月31日 

（２）定時株主総会   ３月中 

（３）基準日      12月31日 

（４）中間配当基準日  ６月30日 

  

なお、第21期事業年度については、平成18年6月1日から平成18年12月31日までの７ヶ月となります。 

決算期 ５月31日 

定時株主総会 ８月中 

基準日 ５月31日 

株券の種類 100株券、1,000株券、10,000株券 

中間配当基準日 11月30日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目4番3号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券

代行部 

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目4番3号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 印紙税相当額 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目4番3号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券

代行部 

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目4番3号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

電子公告の方法により行います。ただし事故その他やむを得ない事由によ

り電子公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載いたしま

す。 

公告掲載URL 

 http://www.venture-link.co.jp/ir/index.html 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

１ 有価証券報告書の訂正報告書 

平成16年８月30日提出の有価証券報告書に係る訂正報告書を平成17年８月26日に関東財務局長に提出。 

２ 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第20期（自平成16年６月１日 至平成17年５月31日）平成17年８月31日関東財務局長に提出。 

３ 半期報告書及びその添付書類 

事業年度 第21期中（自平成17年６月１日 至平成17年11月30日）平成18年２月27日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

  平成１７年８月３０日  

株式会社ベンチャー・リンク    

 取締役会 御中   

 優成監査法人  

 
代表社員
業務執行社員 

 公認会計士 加 藤 善 孝 ㊞ 

 三優監査法人  

 
代表社員
業務執行社員 

 公認会計士 高 瀬 敬 介 ㊞ 

 私たち監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ベンチャー・リンクの平成１６年６月１日から平成１７年５月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すな

わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につい

て監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たち監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に

対する意見を表明することにある。 

 私たち監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

私たち監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。私たち監査法人は、監査の結果として意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 私たち監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

株式会社ベンチャー・リンク及び連結子会社の平成１７年５月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会

計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 「会計処理の変更」に記載されているとおり、会社は、FC加盟金及びFC加盟店開発フィーの売上計上基準について、

従来、加盟契約の締結及び加盟金の入金をもって売上を計上していたが、当連結会計年度から、加盟店の出店確定時に

売上を計上する方法に変更した。 

 会社と私たち監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保

  管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成１８年８月２４日  

株式会社ベンチャー・リンク    

 取締役会 御中   

 三優監査法人  

 
代表社員
業務執行社員 

 公認会計士 高 瀬 敬 介 ㊞ 

 業務執行社員  公認会計士 瀬 尾 佳 之 ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社

ベンチャー・リンクの平成17年6月１日から平成18年5月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社ベンチャー・リンク及び連結子会社の平成18年5月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

１ 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項に記載のとおり、会社は、当連結会計年度から「退職給付に係る会

計基準の一部改正」及び「退職給付に係る会計基準の一部改正に関する適用指針」を適用している。  

２ 会計処理の変更に記載のとおり、会社は、当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基準」及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」を適用している。 

３ 会計処理の変更に記載のとおり、会社は、当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」を適用している。 

４ セグメント情報の事業の種類別セグメント情報に記載のとおり、会社は、当連結会計年度からグループ各社がフラン

チャイズ本部となって展開する事業の成長により、機能別事業区分から業種別事業区分に変更している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保

  管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成１７年８月３０日  

株式会社ベンチャー・リンク    

 取締役会 御中   

 優成監査法人  

 
代表社員
業務執行社員 

 公認会計士 加 藤 善 孝 ㊞ 

 三優監査法人  

 
代表社員
業務執行社員 

 公認会計士 高 瀬 敬 介 ㊞ 

 私たち監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ベンチャー・リンクの平成１６年６月１日から平成１７年５月３１日までの第２０期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営

者にあり、私たち監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 私たち監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

私たち監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体

としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。私たち監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 私たち監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社ベンチャー・リンクの平成１７年５月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべて

の重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 「会計処理の変更」に記載されているとおり、会社は、FC加盟店開発フィーの売上計上基準について、従来、加盟契

約の締結及び加盟金の入金をもって売上を計上していたが、当事業年度から、加盟店の出店確定時に売上を計上する方

法に変更した。 

  会社と私たち監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保

  管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成１８年８月２４日  

株式会社ベンチャー・リンク    

 取締役会 御中   

 三優監査法人  

 
代表社員
業務執行社員 

 公認会計士 高 瀬 敬 介 ㊞ 

 業務執行社員  公認会計士 瀬 尾 佳 之 ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社

ベンチャー・リンクの平成17年6月1日から平成18年5月31日までの第21期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ベンチャー・リンクの平成18年5月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

１ 重要な会計方針に記載のとおり、会社は、当事業年度から「退職給付に係る会計基準の一部改正」及び「退職給付に

係る会計基準の一部改正に関する適用指針」を適用している。 

２ 会計処理の変更に記載のとおり、会社は、当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」を適用している。 

３ 会計処理の変更に記載のとおり、会社は、当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」を適用している。 

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保

  管しております。 


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２沿革
	３事業の内容
	４関係会社の状況
	５従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４事業等のリスク
	５経営上の重要な契約等
	６研究開発活動
	７財政状態及び経営成績の分析

	第３設備の状況
	１設備投資等の概要
	２主要な設備の状況
	３設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2）新株予約権等の状況
	(3）発行済株式総数、資本金等の推移
	(4）所有者別状況
	(5）大株主の状況
	(6）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等

	(7）ストックオプション制度の内容

	２自己株式の取得等の状況
	株式の種類等
	(1）株主総会決議による取得の状況
	(2）取締役会決議による取得の状況
	(3）株主総会決議または取締役会決議に基づかないものの内容
	(4）取得自己株式の処理状況及び保有状況


	３配当政策
	４株価の推移
	(1）最近５年間の事業年度別最高・最低株価
	(2）最近６月間の月別最高・最低株価

	５役員の状況
	６コーポレート・ガバナンスの状況

	第５経理の状況
	１連結財務諸表等
	(1）連結財務諸表
	①連結貸借対照表
	②連結損益計算書
	③連結剰余金計算書
	④連結株主資本等変動計算書
	⑤連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高
	関連当事者との取引
	⑥連結附属明細表
	社債明細表
	借入金等明細表

	(2）その他

	２財務諸表等
	(1）財務諸表
	①貸借対照表
	②損益計算書
	③損失処理計算書
	④株主資本等変動計算書
	⑤附属明細表
	有価証券明細表
	株式
	有形固定資産等明細表
	引当金明細表

	(2）主な資産及び負債の内容
	(3）その他


	第６提出会社の株式事務の概要
	第７提出会社の参考情報
	１提出会社の親会社等の情報
	２その他の参考情報


	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/120
	pageform2: 2/120
	form1: EDINET提出書類  2006/08/24 提出
	form2: 株式会社ベンチャー・リンク(941186)
	form3: 有価証券報告書
	pageform3: 3/120
	pageform4: 4/120
	pageform5: 5/120
	pageform6: 6/120
	pageform7: 7/120
	pageform8: 8/120
	pageform9: 9/120
	pageform10: 10/120
	pageform11: 11/120
	pageform12: 12/120
	pageform13: 13/120
	pageform14: 14/120
	pageform15: 15/120
	pageform16: 16/120
	pageform17: 17/120
	pageform18: 18/120
	pageform19: 19/120
	pageform20: 20/120
	pageform21: 21/120
	pageform22: 22/120
	pageform23: 23/120
	pageform24: 24/120
	pageform25: 25/120
	pageform26: 26/120
	pageform27: 27/120
	pageform28: 28/120
	pageform29: 29/120
	pageform30: 30/120
	pageform31: 31/120
	pageform32: 32/120
	pageform33: 33/120
	pageform34: 34/120
	pageform35: 35/120
	pageform36: 36/120
	pageform37: 37/120
	pageform38: 38/120
	pageform39: 39/120
	pageform40: 40/120
	pageform41: 41/120
	pageform42: 42/120
	pageform43: 43/120
	pageform44: 44/120
	pageform45: 45/120
	pageform46: 46/120
	pageform47: 47/120
	pageform48: 48/120
	pageform49: 49/120
	pageform50: 50/120
	pageform51: 51/120
	pageform52: 52/120
	pageform53: 53/120
	pageform54: 54/120
	pageform55: 55/120
	pageform56: 56/120
	pageform57: 57/120
	pageform58: 58/120
	pageform59: 59/120
	pageform60: 60/120
	pageform61: 61/120
	pageform62: 62/120
	pageform63: 63/120
	pageform64: 64/120
	pageform65: 65/120
	pageform66: 66/120
	pageform67: 67/120
	pageform68: 68/120
	pageform69: 69/120
	pageform70: 70/120
	pageform71: 71/120
	pageform72: 72/120
	pageform73: 73/120
	pageform74: 74/120
	pageform75: 75/120
	pageform76: 76/120
	pageform77: 77/120
	pageform78: 78/120
	pageform79: 79/120
	pageform80: 80/120
	pageform81: 81/120
	pageform82: 82/120
	pageform83: 83/120
	pageform84: 84/120
	pageform85: 85/120
	pageform86: 86/120
	pageform87: 87/120
	pageform88: 88/120
	pageform89: 89/120
	pageform90: 90/120
	pageform91: 91/120
	pageform92: 92/120
	pageform93: 93/120
	pageform94: 94/120
	pageform95: 95/120
	pageform96: 96/120
	pageform97: 97/120
	pageform98: 98/120
	pageform99: 99/120
	pageform100: 100/120
	pageform101: 101/120
	pageform102: 102/120
	pageform103: 103/120
	pageform104: 104/120
	pageform105: 105/120
	pageform106: 106/120
	pageform107: 107/120
	pageform108: 108/120
	pageform109: 109/120
	pageform110: 110/120
	pageform111: 111/120
	pageform112: 112/120
	pageform113: 113/120
	pageform114: 114/120
	pageform115: 115/120
	pageform116: 116/120
	pageform117: 117/120
	pageform118: 118/120
	pageform119: 119/120
	pageform120: 120/120


